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〈研究論文〉

*山本　裕

長崎とダークツーリズム
―東アジアにおける経済と地域協力の視点から―

*本学経営学部国際経営学科教授

East Asia is one of the regions that experienced rapid economic growth in Japan, the Miracle on 

the Han River in South Korea, and the economic development of Taiwan, followed by China's open-

door policy widely spreading to the coastal states, and has experienced most rapid economic growth 

worldwide. The growth is not limited to the transfer of production, but also fosters a middle class 

and creates its own market. Furthermore, tourism resources have been developed, leading to a leap 

forward in the tourism industry. Tourism is not limited to sightseeing tours, but also includes 

memorials and monuments that look back on past wars and incidents, some of which have been 

designated as World Heritage sites. This study is a part of Nagasaki and Peace Studies since last 

year. In addition to the sites, Nagasaki has many former coal mine sites, which are also deeply 

involved in the conscription issue. Thus, it is understood that deepening Nagasaki and Peace Studies 

will lead to dark tourism. The presentation will mainly focus on Nagasaki and dark tourism as a case 

study of regional cooperation in East Asia.

はじめに

東アジアは1960 ～70年代の日本の高度経済

成長や80年代の韓国の漢江の奇跡と台湾の経

済発展を経験し、90年代後半になると中国の開

放政策が広く渤海湾沿岸の沿海州にも及び、東

アジアは世界的にも急速に経済成長を遂げた地

域の一つと言える。経済成長は、先進地域から

の技術や生産の移転に留まらず、中間層を育

み、自らがマーケットを形成するまでになっ

た。さらに、海外渡航だけではなく、自国の観

光資源の整備も行われ観光産業の飛躍にも繋が

っている。ツーリズム（観光）には、物見遊山

的なものだけではなく、過去の戦争や事件など

を振り返る遺構や記念碑なども対象となり、な

かには世界遺産に指定されたものもあり、近年

ではダークツーリズムとして訪問者の姿勢の在

り方も議論となっている。

研究の端緒は、昨年来のテーマである長崎と

平和学である。長崎には世界遺産の他にも炭鉱

の跡地も多く、徴用工問題にも深くかかわるこ

とになる。このように、長崎と平和学を深耕す

れば、ダークツーリズムに繋がることが理解で

きる。本稿は、東アジアの地域協力の事例とし

て、長崎とダークツーリズムについて考察する。
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1.	 長崎県内の観光の現状

昨年（ 2024年）は被団協がノーベル平和賞

を受賞したこともあって、例年以上にナガサ

キ・ヒロシマがメディアに取りあげられ、内外

から注目された年でもあった。一方で、コロナ

の終息を受けて、観光県でもある長崎の自治体

は、世界遺産などのアピールに力を注いでい

る。実際に、平和公園や原爆資料館、さらに、

産業遺産である旧炭鉱跡の端島などにも多くの

観光客が訪れている。観光の復興は県内消費を

高め、所得効果や雇用創出効果にも繋がるとの

見方もある。他方、受難の地である長崎は鎮魂

や祈りと切り離すことはできず、商業主義的な

観光との共存が大きな社会的なテーマとして残

る。

長崎県のコロナ以降の観光客数の推移を表し

たものが図表1である。18の主要な観光地を指

標としているが、2018年を100とすると、2023

年は82.2、2024年には85まで戻っていることが

分かる。これにインバインド・クルーズの長崎

港、佐世保港への寄港回数 を加味すると観光

客はほぼ戻ったと言ってよい。

図表 1　長崎県内の観光客数の推移

出所　ながさき経済 web（長崎県内主要経済指標　2025 年 7 月 1 日更
新版）より筆者作成。単位は（人）。
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2.	 潜伏キリシタン関連遺産とダーク
ツーリズム

ダークツーリズムと「長崎と天草地方の潜伏

キリシタン関連遺産」（以下、「潜伏キリシタン

関連遺産」）1 との関係性は、歴史的な迫害の記

憶と観光としての再解釈という観点から深く結

びついていると言える。

（１）潜伏キリシタン遺産は「苦難の記憶」の

象徴

「潜伏キリシタン関連遺産」は、江戸時代の

キリシタン禁制下で、信仰を密かに守り続けた

人々の痕跡を今に伝える世界遺産である。つま

りこの遺産は、「迫害された人々の生存戦略」

と「信仰への執念」という、人間の極限状況を

伝える遺構であり、ダークツーリズムの対象に

なりうる資産である。

（２）ダークツーリズムとの接点

ダークツーリズムとは、戦争、災害、宗教弾

圧など、「悲劇の記憶」を観光の形で訪れるこ

とを指す。この定義に照らすと、「潜伏キリシ

タン関連遺産」は以下の点でダークツーリズム

と関連する。

・	宗教弾圧という負の歴史に基づいている。

・	訪問者が「苦しみの記憶」に直面する機

会を提供する。

・	信仰を守るために命を賭けた人々への追

体験的理解を促す。

（３）観光の中での再解釈とジレンマ

一方で、これらの遺産は「世界遺産」として

観光資源化されており、単なる歴史遺構として

だけでなく「魅力的な観光地」としても PR さ

れてきた。ここに、ダークツーリズムにおける

倫理的なジレンマ（悲劇の商業化 vs 教訓の継

承）が生まれる。したがって、「潜伏キリシタ

ン関連遺産」は、宗教迫害という悲劇的な歴史

の記憶を現代に伝え、観光を通じてその教訓を

問いかける存在になってる2。

（４）	 中浦ジュリアン記念公園

世界遺産の構成資産ではないが、同じ長崎県

のキリスト教関連として中浦ジュリアン記念公

園がある。国道202号線を外海から大島（西海

市）方面に向かい、標識に沿って左折すると中

浦ジュリアンの生家跡地と、展望台と資料館を

兼ねた建物がある。ジュリアンは、千々和ミゲ

ルらとともに、大村純忠らキリシタン大名の名

代として天正遣欧少年使節団 3 の一名となり、

バチカンではローマ法王にも謁見し、往復6年

かけて帰国した。キリスト教を受容した織田信

長とは異なり、豊臣秀吉、徳川家康の治世には

禁教令が敷かれ、司祭となったジュリアンは迫

害され殉死している（2008年に列福）。

中浦ジュリアン記念公園は、とても大型バス

で乗り付けるような駐車場のスペースはなく、

むしろ、ひっそりと佇んで展示物や生家跡が残

写真 1　中浦ジュリアン記念公園

2025 年 4 月 19 日　山本撮影
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る。西海を臨む展望台に立つと往時を少しだけ

忍ぶことができる。ここには商業主義が入り込

む隙間はなく、訪問する学生たちの学びの場で

あり、少人数のグループによる観光がイメージ

される。ここで考えたのはダークツーリズム

と、鎮魂や祈りのツアーや学習ツアーとの微妙

な違いであった4。

3.	 福岡俘虜収容所第14分所（通称・川
棚捕虜収容所）とダークツーリズム

戦争の記憶と戦争捕虜の扱いという視点から

非常に重要だと考えられる。特に、オーストラ

リアやオランダとの歴史的関係も含めて、国際

的な意味を持つ場所になっている。

（１）福岡俘虜収容所第14分所とは

第二次世界大戦中、日本は全国各地に捕虜収

容所を設置していた。福岡俘虜収容所第14分

所は、長崎県川棚町に設置され、オーストラリ

ア・オランダ・イギリスなどの連合軍捕虜が収

容されていた。捕虜たちは過酷な労働に従事さ

せられ、十分な食糧や医療も提供されず、多く

が亡くなったとされている。

（２）なぜダークツーリズムと関係があるのか

ダークツーリズムとは、「悲劇・死・苦しみ」

を記憶・学習するための観光であり、この収容

所はまさに以下のような観点からその対象とな

る。収容所跡地には現在、記念碑が建てられて

おり、追悼や平和教育の場となっている。

写真 2　福岡俘虜収容所記念碑

出所　Google マップ（長崎市内）POW camp 
Fukuoka 14B.
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・	戦争捕虜に対する非人道的な扱いという

負の歴史

・	オーストラリアなど外国の記憶文化と結

びついている（例：オーストラリア人の

慰霊訪問）

（３）国際的視点からの注目

この収容所は、オーストラリアなどでは「日

本による捕虜虐待の象徴」として記憶されてい

る。一方で日本国内ではあまり知られておら

ず、その記憶のギャップもダークツーリズム的

考察において興味深い材料が提供される。

県内や日本国内では必ずしも関心が高くない

ため、ここではオーストラリア戦争記念館

（Australian War Memorial, AWM）につい

て紹介する。記念館には、福岡俘虜収容所第14

分所（川棚捕虜収容所）に関連する貴重な資料

が所蔵されている。これらの資料は、第二次世

界大戦中に日本の捕虜収容所で過ごしたオース

トラリア人捕虜の体験や、戦後の記憶継承に関

する研究に有用である。

捕虜収容所第 14分所の写真（1983 年）

AWM のコレクションには、1983年に撮影さ

れた「Site of former prisoner of war (POW) 

camp 14, Nagasaki」という写真が含まれてい

る。この写真は、長崎県川棚町にあった第14分

所の跡地を示しており、収容所の位置や周辺環

境を視覚的に理解するのに役立つものである。

また、福岡キャンプ No.7B の連合軍捕虜のグル

ープポートレート（1945年8月）は、AWM の

コレクションにあり、福岡キャンプ No.7B に収

容されていた連合軍捕虜のグループポートレー

トも含まれている。これらの写真は、捕虜たち

の生活や戦後の解放時の状況を知る手がかりと

なる。

写真には以下のような説明書きがなされてい

る。

＜訳＞日本降伏直後、福岡収容所7B にいた

と思われる連合軍捕虜の集合写真。グループに

は、おそらくオーストラリア人と思われる、ス

ラウチハットをかぶった男性が多数含まれてい

る。左から8番目に座り、赤十字の腕章をして

写真 3　原爆で被災した俘虜収容所

出所　読売新聞　2025 年 4 月 23 日（デジタル版）。

写真 3　原爆で被災した俘虜収容所

“Group portrait of Allied prisoners of war (POWs) 
believed to be 
in Fukuoka Camp No 7B, just after ...” The Australian 
War Memorial. (Access on 28 April, 2025)
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いるのは、病室係のブルース伍長。彼らの後ろ

にある建物に寄りかかったはしごに注目された

い。このはしごは、日本人の元収容所看守が、

通過する米軍機に収容所を知らせ、この地域の

収容所に必要な物資を投下できるようにするた

め、黄色のペンキで「PW」の文字を描いてい

た屋根に通じている。ペンキを塗った翌日、航

空機は収容所近くの空き地に食料とベティ・グ

ラブルの写真を投下し始めたとされている。

捕虜と抑留者に関するオーストラリア国内収容

所の記録

AWM の資料には、オーストラリア国内収容

所に収容された敵国捕虜と抑留者に関する「服

務及び損耗」書類（Form A112）登録簿や、

関連報告書類が含まれている。これらの文書

は、捕虜の身元情報や健康状態、移動歴などを

詳細に記録しており、川棚捕虜収容所での体験

を知る手がかりとなる。川棚捕虜収容所での体

験や、戦後の記憶継承に関する研究にとっても

重要な資源となる。特に、捕虜たちの生活や解

放時の状況を知るための視覚的資料として、ま

た、捕虜の詳細な情報を得るための文書資料と

して活用できる。

（４）ダークツーリズムの視点とは

長崎県にある他のダークツーリズム地点（原

爆資料館、平和公園、潜伏キリシタン遺産など）

と並列して俘虜の跡地や歴史は分析が可能と考

えられる。「加害者としての日本の歴史認識」

や「記憶の継承のあり方」を論じる視点が強調

できる。今後は、外国人観光客による訪問動機

と、その受け入れ方を比較研究するのも興味深

いテーマとなる5。

4.	 済州島事件とダークツーリズム

この事件は韓国近現代史において非常に重要

かつ悲劇的な事件であり、ダークツーリズムの

視点から分析することは、歴史の記憶、癒し、

そして政治的意味を問う有意義な試みである。

長崎のダークツーリズムとは異なる視点も得ら

れるため、本稿でも簡単に考察することにした。

（１）	 済州島事件とは

事件の背景としては、南北分断と米軍政の影

響下で、南朝鮮単独選挙に反対した済州島の一

部住民と、韓国政府・警察・軍との武力衝突が

発生。衝突やその影響は断続的に続き、済州島

事件の一般的な期間は1948年から1954年とさ

れる。実際の被害としては、数万人規模の民間

人が殺害されたとされ、「済州島の虐殺」とも

呼ばれている。長く国家によって言及が禁じら

れ、「沈黙の時代」とも呼ばれてきたが2000年

代以降、真相究明と和解への動きが進む。

（２）	 ダークツーリズムの視点での分析

「暗い歴史」へのアクセス

済州島事件は、典型的な「ダークツーリズム」

の対象である。観光の目的が、犠牲者の追悼、

記憶の継承、そして教訓を得ることができる。

・	済 州 4・3 平 和 公 園（Jeju 4·3 Peace 

Park）：記念館、慰霊碑、教育資料が展示

され、事件の全貌を学べる。

・	虐殺があった村跡（如意洞など）： 廃墟や

慰霊塔が残る場所に立つことで、直接的な

記憶と向き合う機会を提供。

記憶の政治とナラティブ（物語）の構築

国家による長年の「沈黙の強制」により、事

件は一種の「記憶の空白地帯」となっていた。
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そのため、ダークツーリズムは「語られなかっ

た歴史」を市民が主体的に再発見・共有するプ

ロセスの一環と見なせる。公共的な記憶の場を

観光資源として再構築することは、過去の再評

価にもつながる。

倫理的ジレンマと観光化の危険性

ダークツーリズムには、しばしば「悲劇を消

費する」という倫理的なジレンマがある。済州

島でも、過度に商業化されたツアーや、被害の

軽視・歪曲が懸念されている。ただし、地域主

導の追悼ツアーや教育プログラムによって、尊

厳を守りながら記憶を継承する努力も続いてい

る。

地域社会との関係性

済州島の住民の中には、いまだに「語ること

ができない」人々がいるとされる。したがって、

観光客はこの場所でのふるまいに対して高い感

受性と敬意をもつ必要がある。また、地元と観

光客の間で記憶と学びを共有する場が創出され

ることが、持続可能なダークツーリズムにつな

がる。

文学作品にみる済州島事件とダークツーリズム

の視点

2024年にノーベル文学賞を受賞したハン・

ガンは光州事件をテーマにした、『少年が来る』

に続いて、済州島事件をもとにした『別れを告

げない』を書いている。物語の中に事件と登場

人物が巧みに織り込まれ、読みにくさもある

が、ハン・ガンは「個人が受ける小さな傷と社

会や歴史が全体として負っている大きな傷を決

して分けていなくて、両方が接しているような

傷の全体像を描いている作家」であり、文学と

の関係は「韓国社会が広大な傷であり、その上

を文学者がそれぞれの道を作って歩いてきたよ

う な と こ ろ が あ る 」（ 引 用 は、 斎 藤・ 宮 地

（ 2025））。済州島を実際に訪問すると韓国の

どこにでもある街並みや市場に遭遇する。しか

し、4.3平和公園を訪れると、他とは全く違った

空間が現れる。沖縄の平和記念公園や摩文仁の

丘を思わせるように厳かで、国の贖罪の意識の

表れでもあると感じたが、同時に、あまりにも

整然とし過ぎている印象も残った。

済州島事件をダークツーリズムの視点で見る

ことで、単なる「歴史的悲劇」ではなく、記憶

の政治、和解のプロセス、地域との対話といっ

た多層的なテーマを掘り下げることが可能とな

る。この地に足を運ぶ行為は、歴史を知り、被

害者を追悼し、そして現代社会のあり方を考え

る契機にもなる。

写真 3　原爆で被災した俘虜収容所

2025 年 6 月 13 日　筆者撮影。
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むすびにかえて

長崎の原爆記念館では国内外からの訪問者の

多くは展示物の前で立ち止まり、あるいは、沈

黙を保ち、訪問の後にも多くを考え、自分の体

験を他の人にも伝えることであろう。また、潜

伏キリシタンが神父に信仰を吐露した大浦天主

堂でたたずむと、200年以上に及ぶ苦労と信仰

の強さに思いを馳せない者はない。今回の考察

から得られた知見は、ツーリズムの中でも訪問

者を圧倒するほどの対象では、あえてダークツ

ーリズムの概念を持ち出す必要もないことであ

る。むしろ、小規模で特別な環境に置かれた対

象ほどダークツーリズムの概念が重要さを増す

と考えられる。また、長崎の端島や新潟県の佐

渡島のでは、徴用工の扱いをめぐって日韓双方

が納得のいく見解に至っていない。このような

ケースでは、現地の評価や解釈が、より訪問客

に委ねられることにもなる6。

  注

1	 英文表記では、“Hidden Christian Sites in the 
Nagasaki Region”.

2	 「潜伏キリシタン関連遺産」の指定にあたって、
国や県はイコモスの意向に沿うようストーリーを
作り直したり、構成を変えたりと、必ずしも現地の
意向が認められた訳ではない。そこには覇権主義
時代からの欧州の姿勢も見え隠れするが、本稿では
深入りはしない（井出（2021）107 ～124頁）。

3	 英文表記は、“Tenshō Embassy Have” (The 
Four Members of the Tenshō Embassy Have an 
Audience with the Pope). 

4	 ストロームは、訪問するにあたって、敬意（respe 
ct）や繊細さ（sensitivity）の他にも、事前調査の
重要性を掲げている。Janice J. Strom（2024）p9.

5	 戦時下の日本軍の捕虜が過酷な労働を強いら
れ、多くの犠牲者が出た例は映画にもなった泰緬鉄
道が有名だが、佐世保の相当ダムでは米軍の捕虜
53名（日本人14名）が亡くなり、毎年米海軍と海
上自衛隊が慰霊祭を行っている（長崎新聞デジタ
ル版　2025年5月25日）。なお、相当ダムでは朝鮮

人の強制労働の実態も明らかになっている。
6	 今回、研究の一環で韓国も訪問したが、韓国人の

基層をなす「恨（ハン）」についてたびたび考える
機会があった。私の理解は、度重なる不幸や不条理
を受任する映画「春香伝」の底流にあるエートス（精
神構造）がそのイメージである。一方、日本人のエ
ートスを表すのは「忠臣蔵」であり戦後の任侠映
画でもある。同じ儒教の影響を受けた国であって
も、韓国の中心は親に対する「孝」であったが、日
本のそれは忠臣蔵に見られた「忠」であり、戦前は
国家に強いられた天皇制に対する擬制的な「忠」
であった。それに変化が見られたのが「ヒロシマ・
ナガサキ」である。武力を基にした忠から、不条理
を受任する恨への変容である。被爆の惨劇の経験
が日本人をしてあらたな思想的な高みに達したと
言えるのではないか。他方で、本島長崎市長が殺害
されたテロル（フィールド　1994）や街頭演説中
の安倍総理の殺害も起こり、戦後の日本社会に非暴
力が浸透したとは言い難い。

参考文献

朝日新聞「爆心地1.7キロ収容地　伝えたい」

2021年5月5日（デジタル版）。

朝日新聞「私は被爆者　語る元捕虜」2014年8

月4日（デジタル版）。

井出明（ 2021）『悲劇の世界遺産　ダークツー

リズムから見た世界』文春新書。

ハン・ガン　井手訳（ 2024）『少年が来る』第

2版 CUON.

ハン・ガン　斎藤訳（2024）『別れを告げない』

白水社 .

斎藤真理子・宮地尚子（ 2025）「傷の痛さ、雪

の白さ（対談）」『ユリイカ2025　1』青土社。

ノーマ・フィールド（1994）『天皇が逝く国で』

みすず書房。

読売新聞「「俘虜収容所銘板」移設へ」2025年4

月23日（デジタル版）。

Janice J . Strom（ 2024）”Dark Tourism ” 

Independently Published.



　長崎とダークツーリズム

− 9 −

資料

Site of former prisoner of war (POW) camp 14, 

Nagasaki

Group portrait of Allied prisoners of war 

(POWs) believed to be in Fukuoka Camp No 

7B

Australian prisoners of war: Second World 

War - Prisoners of the Japanese, Japan　

（2025年4月20日アクセス）

https://nagasaki-keizai.jp/other/nagasaki_

economic_indicators/11496（ 2025年7月4日

アクセス）
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Figure 3 shows the export destinations of 

Japanese-affiliated firms operating in China in 2024. 

Japan accounts for the largest share, followed by 

ASEAN and Europe.

Figure 4 presents time-series trends in the ex-

port destinations of Japanese-affiliated firms operat-

ing in China. In most years, roughly 60 % of exports 

have been shipped to Japan, and exports to Europe 

and the United States have remained broadly stable. 

Although the changes are modest, exports to Hong 

Kong have declined somewhat in recent years, while 

exports to ASEAN have shown an upward trend. 

This pattern may indicate a gradual shift toward 

ASEAN under a “China plus one” strategy.

Source: Same as Figure 1. Note that the 2023 value is estimated by the authors.
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Figure 4 Trends in the Distribution of Export Destinations for 
Japanese-Affiliated Firms in China
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Consistent with this interpretation, China’s 

trade-partner composition in 2023 shows that ASEAN 

surpassed the combined total of Japan, Hong Kong, 

and Korea for the first time to become China’s largest 

trading partner. Specifically, ASEAN accounted for 

15.6 %, Japan–Hong Kong–Korea for 15.2 %, the EU 

for 13.3 %, the United States for 11.3 %, Brazil–

Russia–India combined for 9.4 %, and other countries 

and regions for 35.2 %6.
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2. Share of Firms Expecting Positive Operating 

Profits

In 2024, 58.4 % of firms expected operating prof-

its to be in the black. Figure 5 shows the year-to-year 

trend in this measure. The share exceeded 70 % in 

2018 and 2021, but has recently fallen to below 60 %, 

indicating a modest decline.
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Figure 5 Share of Firms Expecting Positive Operating Profits
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Figure 6 Reasons for the Improved Operating-Profit Outlook
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Source: Same as Figure 1.

Source: Same as Figure 1.
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As for the reasons cited for improved operat-

ing-profit outlooks in China in 2024, “increased de-

mand in the local market” accounted for 41.8 %, 

remaining the most frequently reported factor as in 

the previous survey. Looking at the time-series pat-

tern, export expansion is also shown to be another 

important driver of improvement.

Source: Same as Figure 1.
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Figure 7 Reasons for the Deteriorating Operating-Profit Outlook

Declining demand in the local market Rising labor costs

Decreased demand in export markets

Regarding the reasons cited for a worsening 

operating-profit outlook in 2024, “declining demand 

in the local market” accounted for 66.7 % and re-

mained the most frequently reported factor, as in the 

previous year. Time-series evidence also indicates 

that rising labor costs are another important driver of 

deterioration.
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3. Management Pressure from Rising Wages

In recent years, a common management chal-

lenge facing Japanese-affiliated firms operating in 

China, across both manufacturing and non-manufac-

turing sectors, has been rising employee wages. In 

the early 2010s, annual wage growth often exceeded 

10%, but it has recently settled to around the 4% 

range.

In recent years, enforcement of minimum-wage 

compliance in China has become more stringent. 

Looking at wage levels, as of April 1, 2024, mini-

mum hourly wages had increased by roughly 20% to 

80 % compared with a decade earlier. Substantial in-

creases are evident not only in densely populated 

coastal cities but also in inland regions.
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Figure 8 Year-on-Year Wage Increase Rate for Japanese-Affiliated 
Firms in China
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Source: Same as Figure 1.
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Source: Same as Figure 1.

4. Competitors of Japanese-Affiliated Firms in 

China

In China, many emerging firms, particularly 

privately owned enterprises, have grown rapidly and 

have become formidable competitors for foreign-in-

vested firms, especially in high-tech sectors. In re-

cent years, local manufacturers have expanded 

markedly in China’s automobile market, particularly 

in the electric-vehicle segment. Chinese EV makers 

such as BYD have introduced vehicles that combine 

high performance with relatively low prices and 

have rapidly increased their market shares. 

Supported by government policies, these firms have 

pursued technological upgrading and cost reduc-

tions, and have increasingly emerged as powerful 

competitors to Japanese-affiliated firms operating in 

China.

Figure 9 reports the distribution of competitors 

identified by Japanese-affiliated firms in China, dis-

aggregated by manufacturing versus non-manufac-

turing and by firm size. More than 80 % of these 

firms identify local firms as their largest competi-

tors, and the share exceeds 90 % in transportation 

equipment and parts, trading and wholesale, and tex-

tiles and apparel.
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Figure 9 The Emergence of Local Firms as Intense Competitors 
(2024)
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In the 2023 survey, local firms were most fre-

quently cited as the primary competitors by Japanese-

affiliated firms in China, at close to 90 %, followed by 

Japanese firms at 55.8 %. In manufacturing, responses 

indicating competition among Japanese firms were 

relatively common in sectors such as transportation 

machinery, plastics products, and general machinery. 

In non-manufacturing, such responses were relatively 

frequent in industries including transportation and fi-

nance and insurance.
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5. Intentions for Future Business Expansion

According to JETRO’s 2018 Survey of 

Japanese-Affiliated Companies in Asia and Oceania, 

48.7 % of firms reported that they intended to “ex-

pand” their business operations in China over the 

next one to two years. This share fell to 38.1 % in 

2015, dropping below 40 % for the first time since 

the survey began in 1998. It then recovered to 40.1 

% in 2016 and rose sharply to 48.3 % in 2017. The 

2018 survey was conducted after the United States 

and China imposed a third round of additional tariffs 

in September of the same year, yet Japanese firms’ 

expansion intentions edged up to 48.7 %, slightly 

above the previous year.

The impact of COVID-19 reduced the share of 

firms reporting expansion intentions to 36.6 % in 

2020, again falling below 40 %. In 2021, it returned 

marginally to the 40 % range at 40.9 %. However, 

amid the increasingly pronounced effects of U.S.–

China trade frictions, the share answering “expand” 

declined to 33.4 % in 2022 and, for the first time, fell 

below 30 % in 2023. In the latest 2024 survey, it 

dropped to 21.7 %, the lowest level since 1998, indi-

cating a marked weakening in expansion intentions 

among Japanese-affiliated firms in China. In re-

sponse to external changes such as elevated geopo-

litical risk, these firms have shifted toward a more 

cautious stance, and in recent years more than 60 % 

have chosen to maintain the status quo.
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In the 2024 survey, within manufacturing, the 

share of firms expecting to be in the black was rela-

tively high in electrical and electronic equipment 

and related components, food products, rubber, ce-

ramics and stone products, precision and medical 

equipment, and chemicals and pharmaceuticals. 

Expansion intentions were relatively strong in food 

products, precision and medical equipment, chemi-

cals and pharmaceuticals, and electrical and elec-

tronic equipment.

Within non-manufacturing, the share of firms 

expecting to be in the black was relatively high in 

finance and insurance, sales and trading companies, 

transportation, and information and communica-

tions. Expansion intentions were particularly strong 

in retail and information and communications.

Among firms that answered “expand,” the 

functions they planned to expand were, as in the pre-

vious survey, most commonly “sales functions” 

(67.7%), followed by “production of higher val-

ue-added products” (38.4%) and “new business de-

velopment” (27.4%).

By province, the share of firms reporting that 

they would expand “sales functions” was highest in 

Shanghai, at nearly 90 %, followed by Hubei and 

Sichuan, each close to80%. Even under challenging 

external and internal conditions, many Japanese-

affiliated firms that express an intention to expand 

appear to be developing their business primarily 

with China’s large domestic market in view.

In 2024, the share of firms reporting that they 

would “scale down” operations rose to 12.3%, ex-

ceeding 10% for the first time. The influence of with-

drawals by automakers such as Mitsubishi Motors and 

Suzuki cannot be overlooked. Nevertheless, only 1.4% 

of firms reported “withdrawal” (2024). While modest 

adjustments are evident, Park’s (2024) conclusion 

that there has been no large-scale exit appears closer 

to the reality.

In short, JETRO’s survey results suggest that 

the behavior of Japanese-affiliated firms in China, 

including expansion, maintenance, downsizing, and 

withdrawal, cannot be attributed to a single factor. 

Rather, it reflects how multiple environmental forc-

es, such as rising production costs, shifts in local 

market demand, and changes in the competitive land-

scape, shape firms’ profit expectations. Organizing 

these mechanisms clarifies how such factors influence 

managerial decision-making and allows the following 

analytical framework to be proposed.

Changes in the business environment → rising 

managerial pressures → changes in management 

strategy (expansion, maintenance, downsizing, 

withdrawal)
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4. Conclusion

Figure 11 shows trends in the number of 

Japanese-affiliated firms established in China. The 

number increased gradually from 1980 to 1990, but 

began to rise sharply from 1992, following Deng 

Xiaoping’s “Southern Tour” speeches. China’s ac-

cession to the WTO in 2001 triggered another in-

vestment boom. Even after the Lehman shock, new 

establishments continued at more than 1,500 firms 

per year, and since the onset of the Xi Jinping ad-

ministration the figure has stabilized at around 500. 

After reaching 1,000 in 2019, the number of new es-

tablishments is currently around 800 per year.

In short, while it is true that some firms have 

withdrawn, new investment aimed at China’s do-

mestic market has remained ongoing.
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Figure 11 Trends in the Number of Japanese-Affiliated 
Firms Established in China 

Source: Authors’ compilation based on annual editions of the Statistical Bulletin of Foreign Investment in China.

The main findings of this paper can be summa-

rized as follows:

1) Expansion intentions among Japanese-affiliated 

firms in China have declined markedly.

In response to changes in the external environ-

ment, including rising wages in China, intensifying 

competition with local firms, and increasingly sa-

lient geopolitical risks, Japanese-affiliated firms in 

China have shifted toward a more cautious stance.

2) Exports from Japanese-affiliated firms in China to 

ASEAN have shown a modest but upward trend in 

recent years.

This pattern suggests that a gradual shift to-

ward ASEAN may be underway as part of a “China 

plus one” strategy.

3) Withdrawals remain limited, and selective adjust-

ment is the predominant response.

Rather than fully exiting the Chinese market as 

long as profitability can be maintained, Japanese-

affiliated firms tend to undertake selective and par-

tial adjustments that take account of production 

costs and the competitive environment. This is 

broadly consistent with Park’s (2024) conclusion 

that the prevailing pattern is not a wholesale exit but 
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incremental adjustment.

4) A qualitative shift toward greater reliance on the 

domestic market is progressing.

It is evident that many Japanese-affiliated firms 

operating in China are redefining China from the 

“world’s factory” to a “large domestic market.” The 

increase in firms with an export-to-sales ratio of 0 

%, that is, firms oriented entirely toward domestic 

sales, suggests that China is being treated not merely 

as a production base but as a market in which local 

customers are targeted directly. Expansion inten-

tions were particularly strong in sectors such as food 

products, electrical and electronic equipment and re-

lated components, retail, and information and com-

munications. Taken together, these developments 

indicate that China’s appeal as a vast domestic mar-

ket remains substantial and suggest that, overall, 

Japanese-affiliated firms’ operations in China are not 

in a phase of exit but rather in a stage of qualitative 

transformation.

Annotation 

1	 Kwan (2024) pp.1.
2	 Id. at 1.
3	 Id. at 7.
4	 Id. at 7.
5	 Park（2024）pp.73.
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〈研究論文〉

はじめに

本稿は、2025年3月に発表した内山雅生・祁

建民「現代中国農村における『共同関係』論再

考」の続編でもある。前稿では、内山が戦後日

本における「共同体」論に関する研究を学説史

風に纏め、祁建民が現代中国における「共同体」

論を紹介し、内山が提起した「共同関係」の概

念を再考した。

しかし、紙幅の関係から、現代中国における

「共同関係」の実態を検討するまでには至らな

かった。そこで本稿では、現代中国農村社会構

造を再考するために、「共同関係」の背後に存

在する「共同性」を、共同体構成員としての「個」

との関係から考察する。

ちなみに、「個と共同性」というテーマは、歴

史学に限らず、哲学や社会学、さらには文学分

野まで広げれば枚挙にいとまがない1。ましてや

「共同性」に限っても、家や家族との関係から、

各分野で様々に検討されており2、筆者たちの能

力を超える課題となる。

そこで、本稿では、近年の鄭浩瀾の研究成果

を踏まえて、「民衆の日常」という視点を設定

する。

戦後日本における「民衆史研究」の動向から

すると、1970年代前半期までは、民衆運動を中

心とする研究が多かった。特に1960年代後半

からの10年間では、階級闘争としての人民闘争

に関する研究が、大きな影響力を持っていた3。

中国研究においても、プロレタリア文化大革

命の名のもとに全国規模で展開した紅衛兵運動

などの闘争が激しく展開していたことも関与し

てか、社会主義建設期においては、共産党が推

進する「階級闘争」に参加するのが、新中国に

おける「民衆の日常」という固定観念に支配さ

れ、平時の「民衆の日常」から中国社会の構造

を再考する余裕はなかった。

ただ近年の中国農村研究においては、後述す

るように、「民衆の日常」を考察する研究方法

と史料が提起されている現状に、改めて注目せ

ざるを得ない。

従って、第1章では、内山が吉沢南と野村浩

一の研究に焦点を当て、その「個と共同性」に

関する学説を整理し、さらに「共同性」を考察

する上で、鄭浩瀾が提起した「民衆の日常」か

らの視点の可能性について検討する。

そこから得た課題を念頭に、第2章では、内

山が山西省中部太原盆地の西南端に位置する晋

*

**

内山　雅生
祁　建民

華北農民の「個と共同性」からみた中国農村社会構造

*内山雅生：（公財）東洋文庫研究部専任研究員、国立大学法人宇都宮大学名誉教授
**祁建民：本学国際社会学部教授。
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中市平遥県南政郷道備村の農民の個人史に、第

3章では、祁が同じ山西省でも太行山脈の麓に

存在していた「四社五村」の中心村であった霍

州市陶唐峪郷義旺村の農民の個人史に焦点を当

てて、「個と共同性」を検討してみる。ちなみに、

「はじめに」と「おわりに」は、内山が纏めた

第一稿を祁が修正したことをお断りしておく。

第1章	「個と共同性」と「民衆の日常」

1、吉沢南の「個と共同性」について

吉沢南『個（わたし）と共同性（わたしたち）　

アジアの社会主義』（東京大学出版会、1987年）4

は、刊行当初より、1980年代の歴史学界におい

て「中堅リーダー」として活躍していた12人

によって発表された「新しい世界史」シリーズ

の一冊として注目された。

現代中国に関して吉沢は、土地改革から集団

化過程に関しては、刊行当時からその貴重な内

容から注目された秋山良照、西条正、福地いま

等の体験記5や、全国統計と違って「小さな単位

に関する統計は、同様な問題を含んでいるとは

いえ、その正誤・精粗について今日の私でも一

定の判断を持つことができ、またある程度の補

正も可能であり、全体として信頼度が高いと考

えた」（281頁、執筆メモから）として、中央農

業部計画司や中国経済論文選編輯委員会の編著

等から、「北京郊区雙槐樹村的新情況」6、「山東省

四十九個村典型調査」7、「山西武郷農村考察報

告」8、旅順市東溝村の于清文互助組13家族のデ

ータ9、河北省通県の「田家府村光輝農業生産合

作社調査報告」10を資料として分析している。

さらに土地改革期や文革期については、刊行

当初より「社会主義の名の下の変革」の実態が

垣間見れると注目された “Chen Village :The 
Recent History of a Peasant Community in 
Mao’s China ”11を史料として、あえて原文にあ

る姓名（一部は仮名使用）を明記して、農民個

人として描いていることも特徴的である。

しかし、集団化の歴史を個人の生産活動と生

活から再構成する強い意志にも拘らず、看過で

きない問題がいくつか存在するので問題別に検

討する。

第一の問題は、吉沢が溝口雄三によるヨーロ

ッパと中国の民主主義を比較した論稿12を参考

に、「近代ヨーロッパにおいての権利の基調と

なった『個人』とか『私』は、近代中国（拡大

して近代アジア）にあっては逆に、『私人の自

利、ひいては個人や強権の専横』、『少数者の専

横の自由』にほかならず、いわばマイナスの領

域であり、全数的生存の権利を犯すもの、共和・

民主と敵対するもの、と考えられていた」（ 12

頁）と主張したことである。

この吉沢のアジアの民主主義観の根底には、

彼の大学学部および大学院時代の恩師である里

井彦七郎の帝国主義認識 13が強く作用してか、

欧米の帝国主義による近代アジアへの侵略とい

う歴史的事実を前提として、「植民地状態のア

ジアの人民は、民族の独立・解放といういわば

全数的な領域での権利の獲得を先行させて実現

させたのであり、個人のレベルといういわば私

的な領域の要求は、その後を追う形で成熟し、

実現されていった」（ 18頁）という先取りされ

た結論が存在する。

従って吉沢の提示した「全数的な領域から個

人レベルの私的な領域」への移行というアジア

における「民主主義の二段階的発展過程」論は、

溝口の主張とは別に、吉沢が図らずもこれから

歴史的事実の中からアジアにおける「個と共同
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性」を検討しようとする作業に、「共同性」が

「個」と対立する形をとりながら、かつ「個」

に優先するという大きな方向性を与えたことに

他ならない。

第二の問題は、「共同性」を議論する際の「共

同」という概念の説明が、吉沢の主観的理解に

とどまっていることである。

例えば中国での合作社成立を取り上げた際

に、「農民が『共同性』を獲得する第一の場は、

合作社内での労働であり、また合作社の運営へ

の主体的で満足できる参加であった。『主体的

で満足できる‥‥‥』と、やや回りくどいいい

方をしたのは、参加した農民たちが、合作社を、

『共同（みんな）のもの』と客観的に認識する

ことから、さらに一歩進んで、『共同（わたした

ち）のもの』という、より実感的で主体的な認

識へ転回すること――つまり、個人を軸にして

集団＝合作社を自分にたぐり寄せ、したがって

また、納得しながら集団に自己を同化させるこ

と――を重視したいからである」（ 96頁）と主

張している。

またベトナムでの土地改革をめぐる争いに関

して、「カトリック村に入った兵士が礼拝を見

学したり、村人総出で教会を再建するように呼

び掛け、その先頭に立ったりしたように、教徒

と非教徒という二つの異種の社会集団が互いの

違いを自覚し、尊重し合いながら、しかもそれ

故にバラバラとなるではなく、一つの村社会の

構成員として結びつきを強め、異種性を持つ者
0 0 0 0 0 0 0

の間に『共同性』を培う
0 0 00 0 0 00 0 0 0

ことのできる状況を意

識的に創り出そうとした。

（中略）

つまり、同種の者の集合によって生まれる『共

同性』に対して、異種の者の集合によって生ま
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

れる『共同性』
0 00 0 0 00

が対置させられているのである。

基本的に人民が権力を掌握したと考えられてい

た社会においても、多様な異種の諸個人・諸集

団によって現実社会は成り立っていたのである

から、また、より積極的に言えば、人民の社会

であればこそ、それを構成している諸個人・諸

集団は能動化し、政治的主張・経済的利害・文

化的特質などの面で己の個性・利害と他者との

異種性にも目覚めうる可能性を拡大できたので

あるから、異種の者の集合によって生まれる『共

同性』の追求という理念の方が、その社会をリ

アルに認識し、組織する上で有効であったのは

明らかである」（173-174頁）という吉沢の論拠

にも問題が存在する。

換言すれば、「共同（みんな）のもの」と「共

同（わたしたち）のもの」の「共同」の内実が

充分に問われないまま比較の視座におかれ、さ

らに「同種の者の間に存在する共同性」より「異

種の者の集合によって生まれる共同性」の方が

さも進化した結果かのように論じられているこ

との裏側に、「資本主義体制」より進化したは

ずの「社会主義体制」という暗黙の単系的な発

展過程論とも言うべき「社会主義論」という観

念が拭い去れていない。

第三の問題として指摘すべきは、中国および

ベトナムに関して、1970年代後半および1980年

代以降の社会変動に対して楽観視しすぎたこと

が挙げられよう。

例えば、「終章、自覚化される個と建設される

共同性」では、「中国では文化大革命に決着が

つ け ら れ、 ベ ト ナ ム で は 戦 争 が 終 わ っ た

一九七〇年代後半の特徴として、人民の側から

の要求が率直に遠慮なく出されるようになり、

社会主義というものを、国家や集団の方から考

えるのではなく、下の方から、つまり人民の方

から、考えなおす条件が強まった点を、指摘す
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ることができよう」（ 274頁）として、「生産責

任制」を取り上げ、「『生産請負制』の導入は、

一面では、農民個人の欲望の開花と勤労農民と

しての成長を促し、合作社農民と合作社の関係

をより円滑にした。だが、それだけではない。

農民個人―集団―国家の関係における、集団と

国家の役割も微妙に変化させている。中国で

は、『政社合一』の人民公社が解体され、共同生

産組織と国家の役割の分離が進行している。（中

略）農民個人―集団―国家の関係において、そ

れぞれの役割と分担が明瞭となり、その自立性

が増した。これに伴って、個人を軸として集団

から国家へ拡張するような共同性が構築される

条件が生まれてきた、ということができよう」

（ 179-180頁）と結んでいることに、21世紀も

四半世紀を経た現代中国社会の実情を勘案する

と違和感が残る。

その原因として、吉沢が農村レベルでの「社

会主義」を論じるにあたって、個々の農民を取

り巻く共産党のあり方と実情を論じていないこ

とが考えられる。

この点について、吉沢は「あとがき」で、「本

書で言及できなかった二つの点」の一つとし

て、「国家の運営のリーダーシップをとり、諸集

団の中で最も積極的な役割をはたした共産党組

織に関する諸問題」が、「本書の視角に添う適

切な資料がなかなか見付けられなかったため

に、割愛せざるを得なかった」と記述している

が、現代農村社会で展開している共産党組織の

もつ「共同性」を検討の視角に入れることがで

きなかったことが一因と思われる。

吉沢が視角を変えて、彼がその著書でたびた

び史料とした“Chen Vil lage :The Recent 
History of a Peasant Community in Mao’s 
China ”を読み返してみれば、同族によるバッ

クアップにより大躍進期に村のリーダーとなっ

たが、四清運動で失脚し「牛小屋」に入れられ

る窮地に立ったにもかかわらず、1970年に党支

部委員会のメンバーに復活し、毛沢東死後の

1980年前後に党支部書記に返り咲いた Qingfa

（慶発）14や、慶発のライバルで彼の失脚後、党

支部書記に就任することを拒みながらも、村の

最高実力者として君臨し、「大隊の企業経営」

に手腕を発揮したが、自己を過信して失敗し、

慶発の復活を可能とした Longyong（龍勇）な

どの人物像から、共産党組織の諸問題に論究で

きたはずである。

また、近年の研究に眼を転じれば、鄧小平体

制以降の中国共産党を中心とする中国の国家体

制については、「生産責任制」が実施された以

降のアジアの経済との関係から、国家資本主義

と言われる現代中国経済体制を「政治的資本主

義」と呼ぶブランコ・ミラノヴィッチがその著

書『資本主義だけ残った　世界を制するシステ

ムの未来』（西川美樹訳、梶谷壊解説、みすず書

房、2021年）15の中で、「共産主義とは、後進の被

植民地国が封建制を廃止し、経済的政治的独立

を回復し、固有の資本主義を築くことを可能に

する社会システムであると私は主張する。ある

いは別の言い方をすれば、それは発展の遅れた

被植民地社会で用いられる、封建制から資本主

義への移行システムだったのだ」（ 90頁）と、

中国現代史研究者にとっては極めて挑戦的な主

張をしていることに注目せざるを得ない。

さらに中国経済研究分野では、加藤弘之と中

兼和津次との間に展開した、「中国型資本主義

の『曖昧さ』をめぐる論争」16 などを考慮すれ

ば、従来の「社会主義論」から切り離した形で

の「個と共同性」に関する議論が必要と言えよ

う。

総じて、吉沢著書は、あくまでも中国とベト
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ナムの現代史において、アジアの「社会主義」

への展開過程を述べることに主眼が置かれ、そ

こで語られた「共同性」は、あくまでも「社会

主義建設の一要因」に止められており、「個」

との関係において「共同性」を語るものではな

かったと言えよう。

換言すれば、1980年代にみられた中国やベト

ナムの経済構造の変化に、かつての欧米の経済

発展を支えた「政治の民主化」が進展していけ

ば、自ずと欧米並みの近代化が実現するという

楽観的願望に裏付けられるという幻想に止まっ

ていた。

その限りにおいて、吉沢の語る「個と共同性」

には、人類が最終的に熱望する「構成員個々が

平等で共同する社会」が実現するシステムへの

道標として理想化されていた19世紀以来の「社

会主義革命への願望」が根強く存在していたと

も言える。

2、野村浩一の「個と共同性」について

野村浩一「東アジにおける個と共同性　二十

世紀中国の思潮を中心に――主題についての序

論的考察——」（東大中国学会『中国―社会と

文化』第6巻、1991年6月）は、東大中国学会

1990年度大会・シンポジウムでの報告を纏め

た、中国革命に通底する近代中国社会に沈潜し

ていた革命思想の展開を取り上げた重厚長大な

論稿である。

ただ、筆者（内山）には、野村の提示した近

代中国における革命思潮を、思想史として取り

扱うだけの能力はない。しかし、野村の指摘し

た中国革命期の社会変革に関する壮大な思想的

展開の裏に存在した二つの「危うさ」について

は、「個と共同性」を考察上でのヒントが隠さ

れていると思われるので、その点に絞って論及

してみる。

野村の言う一つ目の「危うさ」は、陳独秀の

思想的展開の中で指摘されている。20世紀初頭

の民衆の意識の根底に存在した「儒教的倫理と

道教的世界」との闘いの裏側に存在した「ナシ

ョナル・アイデンティティ・クライシス」の中

での「危うさ」で、「個人、人権、人格」より「集

合体としての人民」を優先する「人権と民権の

交錯する位相」に関与した問題である。

野村によるこの指摘は、毛沢東以後の現代中

国社会においても、「儒教的道教的世界として

の中国社会の地肌がもろに浮かび上がってい

る」現状が存在することとも関連し、意味深長

な問題提起でもある。

陳独秀の思想を分析する前提として、野村は

中国の「人々を規定してきた儒教倫理及び道教

的世界の示す態様」をあげ、その内実を「孝悌

を核とする家族、宗族倫理及びそこから導き出

される共同体倫理、そして一般民衆の意識を深

く規定してきたいわゆる道教的世界の行動様式

である」と説明し、「この儒教倫理と道教的世

界は、中国思想の最も原基的な観念としての

『道』を共有しつつ、互いに重なり合って存在

している」と断言している。

さらに野村は、上述した陳独秀の思想の裏側

に、「ある本質的な危うさが内在していた」と

して「当時の歴史状況――帝国の解体、西方世

界の経済的、文化的、軍事的侵略にさらされて

いる中国という現実に由来する問題」、つまり

「いわばアイデンティティ・クライシスにかか

わる問題」という「根底的な危うさ」を指摘す

る。

陳独秀にとっては、「個と共同性という課題

は、それがそのままの形でストレートに問題と

されるよりは、かえってこの思想主題へと姿を

変えつつ登場、展開していった」として、「背後
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には疑いもなくナショナル・アイデンティテ

ィ・クライシスが存在した」として、野村は梁

啓超や梁漱溟を取り上げ「、東西文明論争」や「科

学と人生観論争」を紹介した。

次に、この「アイデンティティ・クライシス

の克服」への途に、孫文の三民主義が登場した

として、その思想の位置・意味・役割が検討さ

れている。

注目すべきは、野村が孫文の三民主義にみら

れる「政治社会形成における宣誓―契約にかか

わる問題」を指摘した後に、溝口雄三『方法と

しての中国』（東京大学出版会、1989年）を紹

介しながら、近代民権主義者である孫文の「核

心に存在するのは、政治的、思想的にはいわば

民権であって、必ずしも人権ではないというこ

とである。あるいはまた、その思想において個

人、人権、人格といった観念はより稀薄であっ

たということである。そこに存在するには、ど

ちらかといえばやはり集合体としての人民とい

うイメージであって、この問題は、総体または

全体、あるいは中国思想史上において公と呼ば

れる問題へと深く連続していく側面をもってい

る」と指摘したことであろう。

それにもかかわらず野村は、孫文の三民主義

が、「それまでの伝統的思考様式とは異なった

地平に立っていたこと、ないしはあるいは新し

い組みかえを行ないつつあった」とし、「孫文

の政治哲学が何よりも民族の危機を克服するた

めにこそ生み出されていた」「それは、ナショ

ナル・クライシス――民族共同体の危機を克服

するための思想であった」と強調し、「近代的

な思想的要素を本質的に内包しながらも、しか

し他方、何よりも自らのアイデンティティの保

持のために、伝統的基盤、思想を〝活用〟しつ

つ構成されていくことになる」と主張し、「ナ

ショナル・アイデンティティの保持とナショナ

ル・クライシスの克服を接合することを通じ

て、すべてを吸引するする大きな力をもってい

た」と断言した。

やがて、孫文の死により、三民主義に儒教的

解釈を施した戴季陶の孫文主義が登場すると、

伝統と革新を結びつけていた孫文主義が、「統

治のための一つの道具に転化する事態」が生ま

れたという。

野村によると、蒋介石の国民政府による「訓

政」が、事実上の「専制」にすぎないと抵抗し

たのが、胡適の人権論であったという。

野村は「二〇年代の孫文の三民主義が、忽ち

のうちに伝統的政治・思想構造の枠組みの中へ

と引き入れられ、そのことによってナショナ

ル・アイデンティティという課題が最も伝統的

な政治形態、すなわち政治と道徳の癒着、また

権力による理論、思想の独占へと引きもどされ

ていった時、胡適は他ならぬ個と共同性のいう

地平からこれに反撃したとみることができる。

すなわち彼の人権の主張、いいかえれば守られ

るべき人権とは何か、そしてそれはいかに保障

されるかという問題提起は、疑いもなく十年代

に開拓された個の地平からの反撃であり、そし

てまた、彼の『知難行易説―先知先覚説―領袖

論』への批判は、権力がいかにして認知され、

またそれがどのような意味をもつかということ

を問う点において、何よりも共同性の地平から

の反撃といってよかったろう」と論究している。

さらに1932年12月に、宋慶齢、魯迅、蔡元培

等によって上海で中国民権保障同盟が成立した

が、結成当初、同盟のメンバーであった胡適と

の間に、翌年になるとトラブルが発生し、胡適

の同盟からの除名という事態に至る。この対立

に際して、野村は「民権保障同盟が、何よりも

政治的自由とりわけ政治犯の問題を中心にす

え、一切の政治犯の無条件釈放を課題としたの
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に対して、他方胡適はもっぱら個別の人権及び

法治の要求から出発して、個人の人権保障を問

題としていた」として、「この対立は、いわば民

権と人権とが一方では深い共通性をもちつつ

も、しかし他方、別の視角からすれば、ある種

の本質的な差違を深く内包する対立であった。

あるいはまた、権利という一点を共有しつつ、

しかもそれ自体の中に個と共同性が内包される

という微妙な課題を含む対立であった」と指摘

している。

野村の指摘する二つ目の「危うさ」は、毛沢

東の『実践論』を検討する中で紹介された、「中

国における社会主義的思潮」の特徴に中に見ら

れる、「国民党の統治理念に対する批判」に内

在する「危うさ」である。

野村は、『実践論』の思想が主張する基本的

命題の第一の特徴を、「あきらかにコミンテル

ン―王明路線、そのいわゆる教条主義に対する

中国共産党の自己主張であった。あるいはま

た、さらに言いかえるならば、中国革命の実践

者としての毛沢東、ないしは中国共産党の運動

そのものの自己主張であった」とし、第二の特

徴に「現実の実践、そこから導き出される実践

知の優位の思想が、他方では国民党の統治理

念、先知先覚論に対するラディカルな否定の意

味、あるいはそうした思想的射程をも合せもっ

ていたであろうこと」を挙げている。

しかし、『実践論』に関して「この論理は、最

高の実践者は最高の認識者であり、あるいはま

た最高の革命実践者が最高の革命認識者であり

うるという点において、実は先知先覚論を背後

から滑りこませる要因を含んでいる。おそらく

革命運動の最高のリーダーである毛沢東は、同

時に理論の最高のリーダーでありうることにな

るだろう。そして、いま一つ、再び比喩的な表

現を恐れずにいうならば、実践者＝認識者、理

論者というこの構図あるいは図式は、そのある

形態においては、何よりもこの国の伝統的思想

風土の中で、いわば『知行合一』を達成した、

他ならぬ『革命の聖人』へとずれこんでいく側

面をもつだろう」と興味深い指摘をしている。

つまり、抗日期の「国民党専制に対する民主

主義の要求」としての「愛国の自由の要求」が、

「個人の自由より人民の自由として観念顕現し

ている」こと、換言すれば「公の一方的優位性」

が強調された「危うさ」であろう。

以上、野村の指摘した中国革命期の社会変革

に関する壮大な思想的展開の裏に存在した二つ

の「危うさ」について紹介した。その「危うさ」

の意味を再考するために、1980年代以降の現代

中国における「個と共同性」に関する野村の分

析を紹介しよう。

野村は、論稿の最後に、「建国後三十余年の示

す問題状況は、共同性、より正確には共産党の

掌握する共同性、すなわち政治の一方的優位で

あり、かつまた公なるものへの献身の一方的押

しつけ、あるいはその極度の肥大化であったと

いうことができる。そしてそうした状況に対し

て八〇年代以降のいま、少なくとも知的レベル

においては、権力による共同性の独占ないしは

権力への批判が様々な形をとりつつ噴出してい

る。あるいはまた、個の自発性、自由という地

点からする『公』の一方的優位への批判が姿を

現している。（中略）問題の本質は、個と共同

性という課題を、個の側から、また共同性の側

から、いかに両者の架橋を試みていくかにかか

っていよう。共同性の次元においていえば、い

わゆる権力の多元化、政治の多元化、権力批判

の要求はこの問題に深くかかわるし、また個の

次元でいえば、自由の要求あるいは広く啓蒙の
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要請は、同じくこうした問題性の地平にあるだ

ろう」と「改革開放」後の新たな潮流の中での

「個と共同性」の課題に論及したことは注目す

べきであろう。

野村によれば、「改革と開放」の中で「六・

四事件」を経験した現代中国には、「疑似家族

宗族主義的社会結合としていわゆる『単位主

義』と、他方、民衆世界の道教的自由放任・放

縦として私利私欲追求が横行している」とし

て、「たとえどのような長期にわたるジグザク

があろうとも、そこに次第に個性としての個が

生み出され、また公的共同性が確立されていく

道」があるという「一抹の希望」を提示しなが

らも、「統治のイデオロギー、ないしは誰もがそ

れを充分には信じてはいないという意味でむし

ろ疑似イデオロギーと化したマルクス・レーニ

ン主義と、それに依拠したある種の強権的な支

配という現実のもとで、かえって儒教的・道教

的世界としての中国社会の地肌がもろに浮かび

上がっている」と現代中国が抱える本質的な課

題に関して厳しい指摘を残したとも言えよう。

鄧小平体制以後の慣例を破って異例の共産党

総書記3期目に入った習近平体制下で、毛沢東

思想が再び注目されていると指摘されてから時

久しいが、現代中国に内在化している「危うさ」

には、中国社会の基底部に沈潜し、連綿と続い

ていた王朝支配体制を支えた民衆の在り方とも

関連して、改めて「個と共同性」の背後に残さ

れた中国社会の深部への考察の必要性を痛感せ

ざるを得ない。そこで次節で共産党体制下の民

衆の在り方を検討してみる。

3、「民衆の日常」から「個と共同性」を考える

以上に紹介した研究は、30数年前の現状を前

提とした議論であり、現代東アジア社会の現状

とはかけ離れたという限界を内包している。ま

してや1980年代より、外国人も含めて研究者自

身による現地での調査研究が可能となった歴史

的経過を踏まえれば、違った角度からの接近が

可能であろう。

その一例として紹介するのは、鄭浩瀾が追求

する「民衆の日常性」という視点である。鄭は

中兼和津次との共編著である『毛沢東時代の政

治運動と民衆の日常』（慶應義塾大学出版会、

2021年）の「序章」の中で、「民衆は政治運動

のなかでどのような認識を持ち、どのように行

動したのか。民衆はどのように社会主義的秩序

に適応し、また社会主義的秩序のもとでどのよ

うな生き方をしていたのか」と問いかけ、「民

衆の認識の変容は、国家によって強制されたも

のとしてではなく、民衆の日常生活における実

践として理解されるべきである」として、「日

常生活」を「主に国家権力の浸透と民衆の認識・

行動が相互的に作用する生活世界の領域または

場」と規定し、農民、労働者、大学や中学での

学生生活、キリスト教徒や民間教派の信徒たち

の日常活動と政治運動の関係を検討している。

鄭は、1980年代以降の「日常的抵抗」に関す

る先行研究から毛沢東時代の民衆の認識と行動

を考察し、新史料として①近年新たに公開され

た毛沢東時代の政治に関する公式資料、②民間

レベルの非公式資料の分析を提示し、「3種類の

個人史料」として「a. 個人の日記、b. 個人が参

加した会議の記録、c. 個人をめぐる調査記録や

档案資料」を紹介している。

鄭の「民衆の日常」という視点は、鄭浩瀾編

著『革命と親密性　毛沢東時代の「日常政治」』

（東方書店、2024年）にも引き継がれている17。

鄭の「序章」によれば、「毛沢東時代の革命は、

階級闘争の矛先を親密な関係そのものに向け

た」という視点から親密性と革命の関係を再考
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すると、「生活コミュニティの視点からみれば、

革命は人々の間の親密な関係を攻撃の対象とし

たものの、親密な関係を土台に迅速に展開され

たという側面もあり、場合によっては親密な関

係を強化することさえあった」と結論し、親密

性が決して政治と無関係なものではないことを

強調している。

そのような思考の背景には、「村の血縁関係

の濃淡は地域によって異なるが、農村社会は全

体的には固定化された土地および身分に基づく

共同体社会ではなく、家族関係を中心とする社

会」としての中国社会の「文脈」と「歴史的経

過」が存在し、ミシェル・フーコー (Michel 

Foucault) らが提唱した親密性とは異質な親密

性の概念が窺えると問題提起し、「親密な関係

の実態分析に重点を置く」てとして、日記・手

紙・口述資料やインタビュー記録などを史料と

して検討している。

そこで、これら両書に収録された論考のう

ち、本稿の追求する課題との関連から、中国人

研究者自身による出身農村での実体験を基礎と

した二つの研究をもとに、農民個人にとっての

「共同性」の実態を垣間見ることから、鄭の問

題提起を再検討してみる。

『毛沢東時代の政治運動と民衆の日常』に収

録された「第2章　人民公社における農民の働

き方と暮らし――高校卒業までの個人的体験を

中心に」は、中国経済学者の厳善平が、生まれ

育った安徽省含山県王山村での生産隊の農民の

実情を分析したものである。

当該村について厳は「王山村には30世帯ぐ

らいで構成される生産隊が３つあり、農地面

積、水田と畑の割合、およびその村からの距離

など農業生産の基礎的条件では生産隊間に大き

な差はない。生産隊の間での土地、農家世帯の

異動もほとんどない。３つの生産隊がほぼ同質

なため、農産物の生産高や農家の分配状況で互

いに意識し競争する雰囲気が常にあった。」「作

付け体系、種子、労働利用など農業経営に関わ

る意思決定（指令）は、国→公社→大隊という

ルートを通して下され、生産隊はそれらを遂行

するもっぱら他律的な存在でしかなった」が、

「生産隊は、人民公社の末端機関であると同時

に、地縁・血縁でつながる農家同士の生活共同

体でもある」して、具体的に説明している。

さらに生産隊は、「村民が生きるための農産

物を相互扶助原理（平等）で分配する生活共同

体の機能をも果たしたのである」とし、「日常

的な暮らしが成り立つ相互扶助の原理が機能

し、さまざまな職人が村の中または近隣の村に

おり、自然発生的な補完関係により伝統的な自

給自足の暮らしが支えられた」と断言している。

結論として、「公社体制の基礎をなす生産隊

は、計画経済に組み込まれた他律的な経済組織

である一方、その受け皿である集落は伝統的な

地縁・血縁的関係に埋め込まれた自律的な生活

共同体であった」、「生産隊は競争原理と共同体

原理を併せ持つ多機能型の組織であり、能力主

義と平等主義が制度化されたことで存続しえ

た」と主張している。

次に取り上げる論稿は、『革命と親密性　毛

沢東時代の「日常政治」』に収録された社会学

者の張楽天が纏めた「第4章　人民公社期の村

落における両性関係――浙江省海寧市聯民村を

事例として」である。

張は、故郷の浙江省海寧市塩官鎮聯民村鎮家

場で生まれ育ち、復旦大学を卒業後も故郷で実

地調査を行い、それに基づいて作成したデータ

ベースや聞き取り調査を駆使して、多くの具体

的事例を紹介しながら「国家イデオロギーと村
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落の伝統との衝突と摩擦の下での両性関係が呈

した多様性と複雑さ」を考察した。

特に1966年に故郷の自然村である陳家場で

起きた「義母強姦事件」を取り上げ、その顛末

を説明した後に、「このような状況について、筆

者は『熟人社会 [ 顔見知り社会 ] における人情

の負の効果』という概念を提起したい。『負の

効果』というのは、清らかな道徳や村落文化、

そしてより人間らしい社会秩序を建設するとい

う視点に立った見方であるが、農民たちからみ

れば、騒ぎ立てず、通報しないことこそ、村落

生活の既存の秩序を維持する最善の選択だっ

た。言い換えれば、農民の両性関係に対する態

度と村落秩序は、互いに関連していたのであ

る」としている。

以上の鄭・厳・張の論稿から提起された課題

を、長期にわたる農村でのフィールドワークか

ら、中国社会の深層に迫ろうとした社会学者田

原史起の近年の研究成果を踏まえて、４つの課

題に絞って検討してみる。

第一の課題は、厳論文でしばしば論及された

「生活共同体」という概念である。経済学者の

厳が、あえて「共同体」を、農業「生産」から

ではなく農民「生活」から取り上げたことの意

味することを再考してみよう。

戦中戦後を通して中国農村に「生活共同体」

を提起したのは、平野義太郎と石田浩の研究で

ある。言うまでもなく学説史的な「共同体論の

系譜」からすれば、この「生活共同体」という

概念は極めて曖昧なものであり、以下に紹介す

る旗田巍の平野義太郎批判が問題の特徴を適切

に指摘している。

平野は1941年に『支那慣行調査彙報』に「会・

会首・村長」を発表し、「この『會』こそ村民

の自然的な生活協同態である。この『會』は廟

を中心とし、地理と歷史とによつて自然に發達

した村民の自然聚楽に外ならない。村の財産を

『會裏財産』といひ、廟産も公會の建物その他

の村有財産をも統一して指稱し觀念してゐるこ

とは、それ自體において、この自然聚落たる

『會』が廟を中心としつつ自然生的に共同生活

し、共同の村落組織に結成して來てゐることを

示す」と主張した18。

周知のようにこの平野の「生活協同態」につ

いては、1942年に平野同様に『中国農村慣行調

査』を資料とした戒能通孝から厳しい批判がな

された。やがて旗田は1966年に、平野の「生活

共同態」について、次のように批判した。

「『郷土共同体』を土台とするアジアの建設を

構想する平野氏の立場から、中国農民の協力や

相互扶助などが注目され、それらについての多

くの事実があつめられた。しかし重大な欠陥が

あった。農民の集団的あるいは協力的関係を重

視し、これを『生活共同体』というだけで、そ

の共同体なるものの歴史的性格は問われなかっ

た。平野氏においては、それで足りたのであり、

それ以上の追求は必要とされなかったのであろ

う。このことは同時に、『共同体』の分析をい

ちじるしく不十分にした。多くの事例があつめ

られただけで、その内部構造の精密な分析は行

われなかった。集団的行動があると、その集団

を直ちに『共同体』といいかえたという感じさ

えする。元来、共同体は歴史的産物であり、そ

れ自体の歴史をもつ。われわれが知りたいの

は、その歴史的性格である。平野氏においては、

共同体は超歴史的に扱われ、その歴史的性格は

不問に付された。」19

旗田が「平野・戒能論争」に論究した1960

年代には、マルクスの「アジア的共同体」論も

含めて、「共同体」を歴史的に分析することが
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常道とされていたから、超歴史的存在としての

平野の「生活共同体」論が批判されたのも当然

である。

ところで、石田浩は1970年代に『中国農村慣

行調査』を史料とし、かつ自らの現地調査も加

えて、精力的に「解放後の現代中国農村」の社

会構造を分析した。その研究成果の一つが、石

田『中国農村社会経済構造の研究』（晃洋書房、

1986年）である。

この石田書の中で石田自身が、平野の「生活

共同体」論をどこまで意識していたかわからな

いが、中国農村社会構造研究の分析視角とし

て、「生活共同体」こそが、「農村における帰属

集団」であり、その社会構成原理には、「同族」

と「同郷」の2原理が存在し、「雑姓村において

は『同郷』の視点から、同族村においては『同族』

の視点から分析しなければならない」と独創的

な問題提起をした。

この石田の問題提起に対して、筆者は石田書

の書評という形で、いくつかの批判を提示し

た20。その一つが石田の独自な「生活共同体」

論である。

石田は、村松祐次の「中間的諸団体」に倣っ

て「中間的諸組織」とした概念を、「なぜこの

ような諸組織の構成原理に『同郷』・『同族』・『同

姓』・『同業』といった排他的な枠組が存在する

かという点で（村松の主張と――引用者）異な

り、それゆえ、『中間的諸組織』を『生活共同体』

と呼ぶ次第である」としか説明していなかった

ので、旗田が平野を批判したと同様に、石田の

「共同体」という語句の使用には、歴史的検討

が加えられておらず、極めて抽象的感覚的表現

に止まるとの不満を提示した。

ただ、石田への書評の中で筆者は、抽象的感

覚的な「共同体」概念だとしても、この概念が

含む内容は、石田が例示する現代中国農村の諸

側面を把握する上では無視できないことを認

め、竹内実が『人民公社史』（平凡社、1972年）

の巻末で述べた「わたしの考えでは、前近代の

ワクをつかっての近代の創出が、人民公社とい

うひとつのカタチだったとおもう。前近代のワ

クというのは中国に伝統的な村落共同体の意識

である」を引用し、平野とは違った概念規定の

明確化とさらなる理論化を期待した。

厳がその論稿で「生活共同体」を語るとき、

平野をどの程度意識していたかわからないが、

石田が代表者となった科研プロジェクトに参加

したことを、「石田浩教授追悼３学会合同シン

ポジウム」で日本現代中国学会を代表して語っ

ていること21からも推測できるように、少なく

とも石田の「生活共同体」は意識していたと窺

える。

そこで次の作業として、かつての旗田による

平野の「生活共同態」論批判、そして筆者によ

る石田の「生活共同体」論批判の論点となった

「共同体の歴史的展開」の欠落や生産活動にお

ける「共同性」という問題をあえて脇に置いて、

改めて農民の農村での生活に視点をあてると、

「生活共同体」概念は、筆者が祁と共に纏めた

前稿で述べた、大塚久雄の「共同態」、さらに筆

者がたびたび使用してきた「共同関係」の概念

と重複しているようにさえ思える。

なお石田への書評で筆者は、その「生活共同

体」論の中核とも言うべき「人的結合の2原理」

としての「同族」と「同郷」の相互関係を明確

してほしいと注文した。このことは、後述する

第三の課題の中で取り扱うこととする。

第二の課題は、厳・張両論文にみられる基層

組織としての生産隊の機能と規模である。

厳はその論稿の目的を「人民公社に関するほ

とんどの研究は、部外者が人民公社の姿を観察
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して書いたものであり、生産隊の構成員が原体

験をもって人民公社を語るものは少ない。本章

の目的は、既存研究の成果を念頭に置きつつ、

人民公社の内から農民の働き方と暮らしを描き

出し、公社体制下の生産隊が生活共同体の性格

を色濃く帯びることを明らかにする」（ 54頁）

と明言している。また張もその論稿で具体例と

してしばしば登場する故郷の陳家場について、

「行政村である聯民村の管轄下にある自然村落

であり、人民公社期には紅旗生産隊（現紅旗村

民小組）に属した」（ 141頁）とあえて書き足

している。

この自然村である「生産隊」「村民小組」を

農村の基層組織として丁寧に分析したのが、田

原史起『草の根の中国　村落ガバナンスと資源

循環』（東京大学出版会、2019年）である。

田原によれば「基層レベルは、ほぼ『顔見知

り社会』とも呼べる規模のコミュニティに対応

する。かつての人民公社体制のもとでは『生産

大隊』が置かれており、そして現在では『村民

委員会』（＝行政村）と呼ばれる組織が置かれ

ている。さらに小規模なサブ基層レベル、『生

産隊』や『村民小組』などの組織が置かれたレ

ベルは、『顔馴染み社会』と呼ぶべきコミュニ

ティに対応していると考えてよい」（ 44頁）と

いう。

さらに生産大隊と生産隊に関係については、

「つながり」と「まとまり」という人間関係か

ら以下のように説明している。

「村民小組 = 自然村のレベルは、中国農村研

究の知見では、ほぼ農村の基礎的な親密圏すな

わち『顔馴染み社会』（熟人社会）に重なると

されている。『顔馴染み社会』においては、内

部のメンバーの大多数は父系血縁の『つながり

= 関係資本』によって結びつけられており、最

初から『なぜ協調しなければならないか』を問

う必要のない馴染んだ関係を形成している。し

たがって、村民小組＝自然村が単位となったガ

バナンスは、コミュニティ内ですでに集積され

ている『つながり』を動員すれば村民間の協調

行動は容易であり、ガバナンスの目標も達成さ

れやすい。その際、異なる親密圏を橋渡しする

『まとまり = 団結』の動員という、中国社会の

文脈からは厄介な問題に直面せずに済むのであ

る。こうしてみれば、ガバナンスの先行事例を

挙げた先行研究の事例の多くが、行政村ではな

く自然村レベルのものだったのもゆえなきこと

ではない。

これにたいして、村民委員会 = 行政村レベル

の社会は『顔見知り社会』（半熟人社会）と呼

ばれる基本的性格をもっている。三三〇戸とい

う行政村の平均規模は、一般的にはその内部に

数個ないしは一〇個ほどの『顔馴染み社会』を

含む一〇〇〇人から数千人規模のコミュニティ

となる。自分とは別の親密圏に生活する村民に

ついて、『顔見知り』であっても『顔馴染み』

というわけにはいかず、限りなく他人に近いメ

ンバーもそのうちに含まれる。行政村内の利害

関係は複雑に分化しており、有力者を中心に『関

係』のネットワークも村外に延びるものが多く

なってくる。そのため、『つながり』と『まと

まり』のズレの程度は大きく、行政村レベルで

の『まとまり = 団結資本』の不足は容易にガ

バナンスの機能不全――中国農村研究の主要な

問題関心である――に結びついてしまうのであ

る。」（65-66頁）

ところで田原は、「図2-3　中国の地方行政単

位」で、人民公社時代と現在を比較しながら、

省レベル・地区レベル・県レベル・サブ県レベ

ル・基層レベル・サブ基層レベルの６層からな

る社会構造を作成している（43頁）が、田原『中

国農村の現在　「14億分の10億」のリアル』（中
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公新書、2024年）の14頁でも、「図0-1　中国農

村にかかわる地方行政単位」と題する図を収録

している。

この両図を比較すると、人民公社時代と現在

を比較しながらの６層構造に変化はないが、中

公新書版では「単位数、人口規模は2010年前後

を基準とした概数となる」と断りながら、新た

に６層の地方行政単位に、それぞれ単位数と平

均人口規模を加えている。

筆者が注目したのは、単位数50万、平均人口

規模1450とした基層レベルの生産大隊、村民員

会（行政村）もさることながら、単位数500万、

平均人口規模145としたサブ基層レベルの生産

隊、村民小組の規模である22。

田原がどの程度意識しているかわからない

が、サブ基層レベルの「平均人口規模145」は、

ダンバー数150に近いことが、筆者にとっては

気になった。

ダンバー数とは、自然人類学者で進化心理学

を専攻するオックスフォード大学名誉教授のロ

ビン・ダンバー (Robin Dunbar) が提唱した狩

猟採取社会に生きた人類の典型的な社会集団の

大きさを表す数値である。

ダンバーの著著は、日本でも多く翻訳されて

いるが、2023年に小田哲の翻訳、長谷川眞理子

の解説を付して白揚社から出版された近著『宗

教の起源　私たちにはなぜ〈神〉が必要だった

のか』23で、ダンバーはダンバー数を次の様に説

明している。

「社会脳仮説の核心は、種ごとの典型的な社

会集団の大きさと、脳の大きさ――厳密には新

皮質の大きさ――が単純な相関関係にあること

だ。私たちが知恵をめぐらせるときに活躍する

のが新皮質という脳の部位で、霊長類では、新

皮質は脳のほかの部位にくらべて桁外れな進化

を遂げてきた。哺乳類全体では、脳の容積に占

める新皮質の割合は一〇～四〇パーセントだ

が、霊長類では最低でも五〇パーセント、ヒト

では八〇パーセントに達する。霊長類の新皮質

の大きさと集団規模の関係から、人間『本来』

の集団規模を見積もることができる。サルと類

人猿で得られる方程式に、ヒトの新皮質の大き

さを代入すればいいだけだ。この式から予測さ

れる人の集団の大きさはおおむね一五〇とな

る。」（102頁）

「つまり産業革命が起こるまで、世界のほぼ

すべてで共同体の大きさは決まっており、それ

は長きにわたり驚くほど一定していたようだ。

もちろん町や都市に相当するもっと大きな共同

体もあちこちにあっただろう。だがそんな都市

は珍しく、例外なく政権（小さな王国、地域の

君主）の中枢が置かれていた。ところがこうし

た中枢都市が出現したのは約八〇〇〇年前の新

石器時代のことであり、さらにその後も小さい

共同体が標準だったようだ――個人のネットワ

ークはいまでもそうだ。一五〇人という数字に

は、規模と安定性において人間の心理に根ざす

何かがあるようだ。」（109頁）

むろんこのダンバー数については、他の人類

学者や進化心理学者から批判が提示され、ダン

バー自身も反論を繰り返している。

筆者は本稿で150という数値にこだわるつも

りはない。ただ、ダンバーの社会脳仮説が共同

体の規模に論究していることに注目すると、田

原の提起した基層社会の核としての「生産隊」

ないし「村民小組」に関する研究が、厳や張の

自らの農村での生活体験を踏まえた研究で提示

された課題と重複し、かつ鄭の提起する「親密

圏」とも併せて、毛沢東時代以降の集団化と鄧

小平時代以降の人民公社の解体も含めて、今後

の中国農村研究の方向性を提示しているように

思われる。
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第三の課題は、「血縁的結合」と「地縁的結合」

の相互関係である。このことは、第一課題の中

で紹介した、石田の「生活共同体」論での「同族」

と「同郷」の２原理と関連する。

というのも、旗田が1966年に発表した「村の

土地と村の人」で「中国の村では、血縁関係の

ない他人とのあいだに、同族関係をあらわす呼

称とほとんど全く同様な親族呼称が用いられ

る。これは順義県沙井村をはじめ、あらゆる村々

で行われている。年齢・地位・財産などには関

係なしに、全く血のつながりがないものが、一

定の秩序にしたがって親族呼称で呼び合ってい

る」24として、擬制的親族秩序としての「街坊の

輩」あるいは「郷間輩」を紹介している。

同様なことは、厳論文でも、「歴史の長い大き

な村落だけに、結婚を通じて宗族間の関係が結

ばれ、世帯間、個人間に擬似的な血縁関係が形

成される。『輩分』という独特の伝統文化が村

人のなかに根づいており、個々人は村人のなか

における自らの相対的位置を幼いころから覚え

させられる。会う人の輩分に相応する呼称で挨

拶することが求められ、それができる人は礼儀

正しいといわれる。（中略）自分も含め村人が

会うたびに互いに挨拶していたことは普通の日

常であった」（56頁）と紹介されている。

この血縁と地縁との関係について田原史起

は、ロシアやインドの農村との比較から、「中国

では伝統的社会構造の起点となっていたのは、

地縁によるシステム（＝村落共同体）ではなく、

血縁によるシステム（＝大家族制）であった。

形態としての集落や村落は存在していても、社

会構造の起点はあくまでも家（宗族）や戸（世

帯）にあった。個別の農民家族が生存を維持し、

できることなら繁栄を実現しようと夢見る中

で、結果として家族間の共同がみられたり、と

きには村としてまとまる必要が生じたにすぎな

い。地縁的な結合は家々の合理的・打算的な選

択の一時的な結果として捉えられる」25 と断定

している。

田原によれば、「地縁的な共同体」が存在し

なかった中国農村に、人民公社に代表される「社

会主義的地縁共同体」が形成されたのは、国民

党時代からの統治形態をベースとして、さらに

「血縁組織の生命力を借りて」、毛沢東時代以

来の中国共産党による統治が完成する中で形成

されたが、鄧小平時代以降の人民公社解体によ

り、地域差を伴いながらも、血縁的要素を中核

とし、独特の地縁的要素が存在することになる

ということのようだ26。

ここで筆者が気になるのは、田原が語る中国

に存在しなかった「地縁的な共同体」とは、「平

野・戒能論争」でも論点となったように、欧米

や日本の農村構造の中で語られた「地縁的な共

同体」概念ではないかという疑問が払拭できな

いことである。

田原は、東京大学出版会版著書の「終章」で、

ロシア、インドとの比較により、中国の村落ガ

バナンスの特色をクリアに説明し、中・露・印

の三国に注目したのは、「人口と領土のサイズ」

が、多くの欧米諸国や日本と比べて「突出」し

ていることを指摘している。

さらに中公新書版で、田原は清末から民国期

に活躍した思想家の章炳麟の言葉を引用しなが

ら、「皇帝、専制君主を戴きながらも、中国農民

には思いのほか『自由』な一面が生まれた。そ

れは早くから封建制、身分制を脱していたこと

にも拘わる」と論及しているが、歴史的叙述と

しては不十分であり、古代中国社会の「封建性」

と近世ヨーロッパや近世日本の「封建性」の混

同と誤解される危険も内包している。むしろ古

代中国社会における地縁と血縁の関係に立ち戻
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って検討すべきであろう。

この点では、中国古代史研究者の飯尾秀幸が

発表した「中国古代における個と共同性の展

開」（『歴史学研究』729号、1999年10月）が、睡

虎地秦簡などの秦律を史料として、中国古代社

会における国家と在地社会との関係から「共同

体」を検討し、地縁（共同性）に結合していた

在地社会に、血縁（個）を重要視する豪族が出

現した「人間関係の大きな変動」から、秦とい

う国家の発生を考察していることに、ヒントが

あるように思われる。

いずれにしても地縁的結合と血縁的結合につ

いての相互関係は、今後の中国農村研究にとっ

て残された課題の一つであることに間違いはな

いようだ。

第四の課題は、前述の野村浩一が提起した

「人々を規定してきた儒教倫理及び道教的世界

の示す態様」とも関連して、中国農村社会にお

ける伝統をどのように理解し、かつどのように

検討するか、その研究方法である。

筆者も平野や旗田の論稿から、農村社会の深

部に残存する伝統的な農業慣行に注目してき

た。その研究視角から、石田の農村研究にも親

和性を覚えてきた。

しかし、昨年発表した拙稿「アジアにおける

新たな歴史像再構成の課題を探る――『日本の

秦漢史研究の現在、重近啓樹氏没後12年』に参

加して」（明治大学東洋史談話会『明大アジア

史論集』第29号、2025年3月）でも論及したが、

21世紀になって、欧米の研究者を中心に、経済

学・政治学・人類学・社会学などの歴史学に隣

接する他の研究者からの「人類史」に関する発

言に、大きな刺激を受けている。前述のロビン・

ダンバーの人類史に関する発言の他にも、中国

農村社会における伝統を再考する際にもヒント

となる論点を内包していると思われる提言が存

在する。

例えば、人類学や環境学にも精通した政治学

者のジェームス・スコットが、その著『反穀物

の人類史　国家誕生のディープヒストリー』（立

木勝訳、みすず書房、2019年）27の中で、定住に

よる農耕生活こそが「文明化」という従来の「常

識」を批判し、移動性で分散性のある「狩猟民、

採集民、遊牧民からなる原始的な人びと」が、「国

家が長く存在すればするほど、辺境へと吐き出

される難民」となり、「自発的な遊牧民化」が

起きることを指摘し、「人びとは、環境が変わっ

て必要に迫られれば、そのつど鍬を捨てて森

へ、森を捨てて焼き畑へ、焼き畑を捨てて遊牧

へと、巧みに生業戦略を修正した」（229頁）と

主張している。

この点では、人類学者のデヴィッド・グレー

バー（David Graeber）と考古学者のデヴィッ

ド・ウェングロウ (David Wengrow) が、その

共著『万物の黎明　人類史を根本からくつがえ

す』（酒井隆史訳、光文社、2023年）28の中で、『イ

エズス会書簡集』全71巻に目を通して、ホッブ

スやルソーに代表される啓蒙思想を「トータル

に『先住民による批判』へのバックラッシュに

位置づける議論」から、アメリカ大陸の先住民

が農耕開始以前の単純素朴な狩猟採取民だった

というイメージを、人類学的見地と考古学見地

の双方から覆し、多様性に富んでいた実態を明

らかにしている。

また、デビット・グレーバーの遺稿となった

『啓蒙の海賊たち　あるいは実在したリバタリ

アの物語』（酒井隆史訳、岩波書店、2025年）29

では、海賊のユートピアといわれたリバタリア

を取り上げ、アフリカ南東部沖の島国であるマ

ダガスカルの海賊社会と、富と恋愛を求めて海

賊たちを現地に引き入れた女商人たちの活動か
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ら「ラディカルな啓蒙主義」が生まれたとして、

リバタリアでは従来のヨーロッパ中心主義的な

近代観を解体する「啓蒙主義の脱植民地化の試

み」がなされたと主張された。

欧米研究者からの啓蒙思想以後の近代観に対

する批判は、経済人類学者ジェイソン・ヒッケ

ル (Jason Hickel) の『資本主義の次に来る世界』

（野中香方子訳、東洋経済新報社、2023年）30で

も、デカルトの二元論を批判し、脱成長論を展

開する中で、自らの幼少期を過ごしたアフリカ

での体験から、アニミズムに注目している。こ

のように人類史における「文明」の意味が問わ

れていることは、中国史における「伝統」の中

味を再吟味することに連なると言えよう。

換言すれば、中国社会においては、「伝統」の

みならず、「個」と「共同性」それ自体の捉え

方も、果たして現代社会を規定している「啓蒙

主義」以降の近代観による理解で良いのかも問

われているのが現状であろう。

以上の課題については、以下に紹介する華北

農村における農民の目線からみた「個と共同

性」の具体例の検討から、改めて再考を試みる。

第2章	 山西省平遥県道備村の農民にみる
「個と共同性」

1、道備村について

筆者（内山）が、山西省平遥県南政郷道備村

を最初に訪問したのは、2008年12月であった。

2005年に河南省、2006,07年に山西省で農村調

査を実施した三谷孝を代表者とする科研グルー

プ31の一員として参加した筆者は、三谷科研の

後継科研を実施すべく、それ以前から祁建民と

共に訪問していた山西大学中国社会史研究中心

のスタッフの協力のもとに、調査村を選定して

いた。従来の共同研究では、既に中国側スタッ

フが調査した農村を日本側が参観することが多

かったので、研究スタート時期から日中双方が

同条件で共同研究を開始するため、中国側も未

調査の農村を選ぼうとした。たまたま研究に協

力してくれた山西大学の大学院生の故郷の隣村

にあたる道備村で、村の弁公室事務所として使

用されている旧老爺廟の倉庫に、大量の档案が

保管されていた。幸い村の幹部たちの協力で、

大量の档案は、山西大学に寄贈されることとな

り、2009年12月の共同研究開始時期までに、档

案の目録が作成され、山西大学のスタッフによ

る平遥県に関する事前調査も完了していた。

道備村は、2009年の共同研究開催時、村の党

書記で村長を兼任していた梁 RX ら村幹部によ

る説明によると、人口3,243人、個数911戸、総

面積8,780畝、耕地面積6,013畝で、1戸当たりの

平均年収は3,700元、王姓が80％を占め、その

他田姓、侯性が多い村である32。

2、蒋 SL の経歴

本章で取り上げる蒋 SL へのインタビュー

は、2010年7月の山西大学のスタッフによる記

録33に詳しいが、筆者が最初にインタビューし

たのは、同年の12月であった。当初調査開始時

期には、文盲の幹部として他の農民から名前を

聞いていたが、「頭がおかしくなっている」と

言われたり、他の老幹部とは距離を置いている

印象を受けたが、我々が村に到着すると、興味

を持って調査グループを眺めていた印象が残

る。

蒋 SL は、1937年の丑年生まれで、2010年の

調査時では74歳の老幹部であった。小学校に

は1 ヵ月しか通学せず、彼の「階級成分」が「貧
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農」と明記されていた個人档案にも「文盲」と

記されていた。

蒋は1957年に青年団に入団し、翌年には道備

村青年団の支部書記となり、村の農業生産をリ

ードするため突撃隊の隊長を兼務した 34。1960

年には共産党員となり、支部の副書記に就任し

ている。1962年に「三年困難期」と呼ばれる大

躍進失敗後の混乱期に知り合った霍 YL と結婚

し、三男一女の子どもに恵まれた35。

上部機関から工作隊が来村し、当時の幹部の

不正を追及した「四清運動」では、「 2,000元以

上の公費使用」が問題とされたが、「210元分の

飲食」を告白し弁済したという。

蒋によると、四清運動以後、「自分は副書記の

まま」だったが、「工作隊は自分を書記に抜擢

しようとしたが、書記はやりたくなかったので

辞退した。自分は積極分子だったが、運動が起

きると書記が批判されるが、副書記なら批判さ

れないからだ」36と語っている。

果たして工作隊が蒋の語るような意志を持っ

ていたか判明しないが、村の治安維持の責任者

の「治保主任」であった王 XR が書記に昇進し

た37。

蒋は1964年から翌年かけて青年団員として

毛沢東思想宣伝隊に参加したが、農業生産には

影響を与えないようにしたという。

1967年に蒋は村の革命委員会主任となった。

当時村には平遥県城下の紅衛兵運動の影響で

「二つの派閥があったが、共にそのリーダーは

毛沢東思想宣伝隊の隊員であった」ので、蒋に

言わせれば「私が養成した党員だった」ため、

彼等は県内の武闘には参加していたが、村内で

は武闘はしなかったという38。

やがて農業生産を高めるために、革命委員会

主任を辞職し、後任を書記の王 XR に譲り、副

書記のまま、第7生産隊でトラクターの運転手

を兼務した39。

1969年になると、「党員と貧農・下中農の代

表によって」40蒋は村長となり、自らの後継者と

して王 RK を養成したという。しかし1977年

の「四人組審査」の時に、地区の工作隊と結託

した書記の王 XR によって、王 RK と共に批判

された41。

しかし、「県政府に義兄弟である梁 XC がい

たため、蒋 SL は抜擢されて道備村の隣村であ

る西遊駕村にある王家庄公社の農機具ステーシ

ョンで2年間働くことになり、1年は站長（ステ

ーション長――引用者）、もう1年は小徐工作隊

のメンバーとして社で働いた。1981 ～1982年

には村の参謀となり、幹部を抜擢した」42 とい

う。

3、蒋にとっての第一の闘争

そのような経歴を持つ蒋がなぜ「頭がおかし

くなった」と言われるようになったのか疑問が

残るが、2010年のインタビューで李 TW が「蒋

SL は教養がないが、人柄はまずまずで単純な

人間であった。四人組事件後、頭がおかしくな

り、衰弱した。蒋 SL は四人組に触発されて、

王 YK（王 RK のことか――引用者）事件に関

係した」43と証言しており、村長を辞職して農機

具ステーションへの移動には、村での政治変動

が関与していると思われる。

この点では筆者と同時期に道備村での調査に

参加していた田中比呂志が纏めた論稿である

「村の歴史と個：ある無名の農民の半生（ 1）

（2）」44が多くのことを示唆してくれる。

田中論稿は、インタビュー記録や道備村档案

を駆使して、キーパーソンの一人ともいえる侯

LY の半生を通じて、「村落史における個人の存

在を浮き彫りにしようとする意図」から纏めら
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れているので、前掲の鄭が提起した毛沢東時代

の「民衆の日常」と通底する論点が提示されお

り、中国農村社会研究を進めるためには無視で

きない秀作でもある。

田中論稿の中でも、「文革期，JSL（蒋 SL の

こと――引用者）らと WXR（王 XR のこと―

―引用者）らとの間に2度，権力闘争が起こっ

ている」と指摘しているので、この「権力闘争」

の実情を整理してみる。

第一の闘争は、1973年に蒋 SL が村長であっ

た時期に、第8小隊で起きた「棉花案（綿花事

件）」をめぐる王 XR との対立である。

「綿花事件」については、2013年8月の田中に

よる蒋 SL と田 YF へのインタビュー記録が詳

しい45。

当時、村の副業とされていた繰り綿事業増産

のため、各生産小隊が収穫した綿花は、第8小

隊が管轄する生産大隊所有の、繰り綿や原綿を

作る「扎花房」に集められていた。1973年のあ

る時、村民4人と作業員4人のうち、村民2名が

首謀し、複数の小隊から繰り綿を3回にわたっ

て盗んだ。やがて繰り綿作業に従事していた作

業員が事件を発見し、支部書記の王 XR に、そ

して王から県の公安局に通報された。公安局は

調査のために王 ZH を派遣し、主犯の2名には、

盗まれた分の綿花の返還の他に、1 ヵ月の拘禁

が課されたが、その他の容疑者には、綿花の返

還という処分しか課されなかった。

この処置に対して、村民の一部に不満を持つ

者が現れた。書記の王が、主犯格の容疑者と親

戚であったこと、事件処理のため公安局から派

遣された王 ZH が、書記と懇意であったことな

ども影響して、「三年困難期」に少量の食糧を

盗んだ者が、当時「治保主任」であった王 XR

に殴られたことを逆恨みしてか、今回の処分は

軽すぎると批判した。

やがて「綿花事件」の処理結果に対する村民

の不満が残ったため、公社から工作隊が派遣さ

れ再調査が行われたが、前回と同様な結論とな

った。

毛沢東時代の中国農村で、収穫中に綿花を盗

む事例は多かったようだ。筆者は1994年8月に、

前年4月に引き続き、『中国農村慣行調査』の調

査村であった山東省平原県後夏寨村を再訪し

た。前年同様に、キーパーソンの一人である馬

会祥にインタビューした際に、人民公社時代の

集団労働について質問した。綿花栽培に話が及

ぶと、「秋に皆一緒に収穫する。棉花は集団の

ものだ。隊長の号令のもとにいっせいに収穫す

る。ただ社員には自覚の足りない者がいる。隊

長がいない時には、収穫した棉花の一部を自分

の衣服の中に隠した。幹部は仕事が終了した時

には、よく農民の服の下を探したものだ」と語

ってくれたことを思い出す。その農民はどうし

て盗んだのかと問うと、「貧しかったから」と

の回答だった46。

蒋SLによると、道備村でも「三年困難期」に、

幹部以外の農民のほとんどが、集団での収穫中

にトウモロコシや大豆を秘かに食べたので、幹

部に「吊るされて殴られた」というが、地区財

貿部の董部長は、「農民の窃盗行為は盗むこと

ではない。これは『私吃私拿』（自ら食べる自

ら持ち帰る）」として、農民を殴らないように

と幹部をたしなめたという47。

しかし「綿花事件」での被害額と窃盗グルー

プの大きさからして、「三年困難期」の事例と

は比較にならず、村民間に幹部への不信を醸成

したようだ。

蒋の証言では、当時の「幹部たちは一致して

処理結果に賛成した」48と記されているが、書記

の王と村長の蒋の間には、それぞれが理想とす

る農民像の違い、いわば各自の描く「共同性」
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との差異もあってか、大きな亀裂が生じていた

と推測できよう。

4、蒋にとっての第二の闘争

第二の闘争は、前述した李 TW が「蒋 SL は

四人組に触発されて、王 YK（王 RK のことか

――引用者）事件に関係した」49 と証言したこ

とである。

1976年に、村の政治工作隊長を兼ねていた革

命委員会主任の蒋は、太谷農業学院（太谷師範

学校との証言もある）を卒業して帰村していた

王 RK を副主任に指名した。弟の王 RH は、王

RK が「村の遅れた状況を改善するため」に、

学校が推薦する職務に従事することを諦めて、

「村の建設事業のためという、夢を抱いて自ら

望んで村に戻ることにした」が、「村の幹部た

ちの利益を損い、彼らから強い反発を買ってし

まった。それにちょうどそのとき掲批清運動が

起こされたので、村の状況を変える『夢』をか

なえないまま失脚した」という50。

県上層部から「社来社去（公社から来た学生

が卒業したらまた公社に戻る）」方針に応じた

先進モデルとみなされた王 RK は、銅鑼や太鼓

が叩かれる中で帰村したというから、中卒や小

卒の既存幹部たちにとっては、まさに疎ましい

存在として受け止められただろう。

まして副主任となった王 RK は、幹部会議で

は、雑誌『紅旗』で学習した論文に基づいて労

働点数などをめぐって、旧来の幹部の在り方を

批判したので、蒋 SL が「会議での発言はちょ

っと行きすぎだ。打撃面が大きすぎた。焦りす

ぎではないか」51と忠告したが、書記の王 XR、

副主任の王 ZY が小隊長達と連携し、捏造され

た事件報告をきっかけに、1977年の「四人組批

判」の下で、「四人組一派」とされた蒋 SL と王

RK には、「留党察看、開除職務（党籍は保留す

るが、職務を解除する）」という処分が課された。

この処分は1978年に蒋と王の名誉回復後に

取り消されたが、王 RK は村政に戻ることはな

く、王家庄学区や杜家村学区の教導主任となっ

たが、2007年に急性白血病に罹患し、発症後2

ヵ月後に急死したという52。

いくら名誉回復したとはいえ、毛沢東の呼び

かけに「村の改革という夢」を見た王 RK の挫

折と、他人から「文盲」と蔑む目で見られたで

あろう蒋 SL が若手のリーダーとして王 RK に

期待したであろう「夢」の挫折の大きさは、計

り知れないものがあり、それだけ「王 RK 事件」

の後遺症として「頭がおかしくなる」ほど、そ

の後の蒋に大きな影響を与えたであろうことは

想像に難くない。

5、蒋に関するメモ書きから見えてくるもの

なお、蒋 SL に関しては、『道備村档案』にい

くつかの資料が存在する。特に『蔣 SL 档案袋』

と明記された封筒の中に、1961年から62年にか

けての「三年困難期」に生じた蒋の「公費によ

る食糧購入」に関する1965年12月の日付の「蔣

SL の自己批判書」と一緒に、大学ノート半頁

分から四分の一頁程度の大きさのメモ書きとも

いえる紙片40枚ほどをピンで留めた書類の束

が同封されていた。

紙片に書かれた文字は、30字から100字程度、

多くが50字前後の短い文章だった。その多く

は、蒋 SL に関して、彼が権力を利用して高い

工分（労働点数）や多くの援助を得たとか、一

儲けしたとかという批判的なものだったが、中

には直接蒋を批判した内容とは異質なメモ書き

も見受けられた。どの紙片にも、名前は記され

ていない。文章の末尾に多くは「群衆」、さら
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に「社員」「群衆内呼声」「求実者」「見実的者」

などの匿名がほとんどであった。

いつ、誰が何のために書かせたのか、それら

の文章からは読み取れないが、紙片の中には、

王 RK の名前が明記されたものや、「請工作隊

査情」という記述もあることから、いわゆる

1976年の「王 RK 事件」以降に入村した工作

隊が、蒋の処分をめぐって、匿名を条件に、村

民に書かせたであろうと推測できる。

それだけに、このメモ書きの存在は、1960年

代から70年代にかけての激動期においても、

我々が予測していた以上に、「社会主義化」「集

団化」というスローガンの裏に存在した「共同

性」に括られた現代中国農村には、農民個々の

「共同性」に対する主観的な願望も含めて、様々

な社会的要因による対立と分断が再生産されて

いたことの別証かもしれない。

筆者がそのように考える背景には、黄東蘭が

「革命、戦争と村――日中戦争期山西省黎城県

の事例から――」53で、1941年10月に共産党太

行山根拠地であった山西省南東部に位置する黎

城県で発生した、宗教結社の離卦道信者による

「暴動」事件（黎城事件）に関する中共晋冀豫

党委員会の報告書である「離卦道事件考察報

告」を史料として、1937年の日中戦争勃発から、

報告書が作成された1942年間を分析した論稿

が影響している。

むろんここで、日中戦争期の共産党根拠地下

の山西農村と、毛沢東時代から鄧小平時代に至

る山西農村を単純に比較するつもりはない。た

だ、黄が「われわれが黎城県の事例を通じて見

た村のなかの『革命』は、共産党の革命や共産

党が指導した抗日戦争と農民との関係に関する

これまでの通説的な解釈よりもはるかに複雑で

あった」「抗日の名の下で、一部の村幹部は八

路軍や共産党の地方政府の力を借りてまで自分

に反対する人たちを投獄したり、自らの判断で

反対者の身柄を拘束し『漢奸』として処刑した

りした。日本軍の『掃蕩』という外部からの暴

力は、村の内部に潜んでいた暴力を増幅させた

のである」54との指摘は、時空の経過と政治権力

構造の違いがあるにしても、前述の「民衆の日

常性」を探る鄭からの問題提起とも関連して、

毛沢東時代以降の中国社会における基層部とし

ての農村およびそこに生活する農民を考察する

上では、意味深長な示唆を与えてくれる。

6、蒋とキリスト教

さらに、蒋 SL の人生から「個と共同性」を

考察するには、彼とキリスト教との関係を抜き

には考えられない。

筆者が蒋と最初に面談した2010年には、キリ

スト教は話題にのぼらなかったが、2011年の訪

問時には、妻の霍 YL が同席したこともあって

か、キリスト教に話が及んだ。というのも、22

歳で蒋と結婚した霍は、35歳頃に隣人の楊 SQ

が聖書を読んでいたのをきっかけに、夫の蒋に

内緒で県城の教会に通ったという。ミサの日に

出かけても、蒋は仕事に忙しく、妻の入信につ

いては気が付かなった。

一方夫の蒋は、村のキリスト教徒（プロテス

タント）のリーダーである侯 LY に勧められ、

2008年から毎週水曜日に侯の家に出かけ、ミサ

にも参加しているという。しかし蒋は「共産党

幹部だったので、影響が出ることを心配し、正

式に入信できるか検討している。今年7月の洗

礼には参加しなかった。来年洗礼を受ける予定

だ」と応答した。

共産党とキリスト教の関係については、「キ

リスト教とマルクス主義は70％一致している。

30％の違いとは、唯物論と唯心論。共産党の闘
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争哲学など」と語っていた55。

蒋に翌年の2012年に再会した折に、再びキリ

スト教のことを尋ねると、「現在はキリスト教

を支持する立場だ。特に用がなければ、毎週日

曜日に県城の教会に行く。毎週水曜日には、侯

LY の所に行く。キリスト教を信仰すること

は、健康にもよい。私は死後天堂に登れるかわ

からないが信仰している。今日の10 ～12時も

県の教会に、妻は足が悪いので1人で自転車に

乗って行ってきた。妻は侯 LY の所に出かけて

いる」と語ったので、では入信したのかと尋ね

ると、「現在では共産党員の入信に制限はない。

昔はイエスを信じるか、党を信じるか選択しな

ければならなかった」とやや話題をそらしなが

ら、「自分は洗礼していない。心ではキリスト

教を信じている。だが組織としては参加しな

い。自分は現在でも共産党は離党していない。

大衆代表や現幹部の顧問でもある」と回答され

た56。

さらに2013年の訪問時にも、「現在も党員で

あるので、洗礼を受けていない。キリスト教を

支持する立場だ。入口に貼られた対聯は、教会

から配られたものだ。今日は水曜日なので、午

前10時から12時まで侯 LY の所に出かけてい

た」と語り、定期的に他の教徒同様にミサに参

加しながらも、あくまで共産党員として、教徒

となることを拒んでいた57。

道備村のキリスト教徒の動向については、平

遥県におけるキリスト教徒の歴史も含めて、前

掲田中論稿に詳しいので、本稿では取り上げな

い。

ただ筆者が侯 LY 宅を2013年に訪問した際

には58、居間の壁に「平遥県基督教会道備村聚

会点」というパネルがはめ込まれ、「紀念恩主

歌」と書かれた讃美歌、十字架の脇に「宇宙真

神惟上帝、人間救主是耶蘇」と書かれた図が掲

示 さ れ て い た。 そ の 下 に、「 慶 祝 建 党 成 立

九十二周年」と書かれたパネルが飾られ、「五

代領導人」として、習近平を中央に、左に江沢

民、右に胡錦涛、その上に毛沢東と鄧小平の写

真が組み込まれ、共産党員宅であることが明ら

かであった。

まさに共産党とキリスト教が「共存」する現

場を見せられたので、ここがミサの場所かと驚

いたが、侯から平然と「政治と宗教は別だ」と

断言され、余りにも強かなその姿勢に、蒋との

対応の違いも含めて、宗教指導者としての強烈

な印象を受けた。

現状の村内における立場からすれば、仮に入

信しても党内での影響力はきわめて限定的とし

か言えないにも拘らず、古参の共産党員であっ

たことに誇りを抱く純朴な蒋にしても、義父の

影響で1945年に入信したが、1954年に共産党に

入党し、1988年までキリスト教徒であることを

ひたすら隠し続けた 59強かな侯にしても、一人

の人間としては、「個」としての立場からすれ

ば、それぞれが考える共産党とキリスト教に関

しても、「別々の共同性」に対応しなければ、激

動する社会の一員として共存できないことを示

しているのかもしれない。

仮に「共同性」に複層的な結びつきが存在す

ると考えると、侯の場合には複数の「共同性」

が同等の価値を内包し、かつ併存する入れ子状

態にあるが、蒋の場合には複数の「共同性」が

ヒエラルキーを保持したまま重層化しており、

共産党員にプライオリティが付与されているた

め、侯のようにドライに割り切って入信するこ

とができないのかもしれない。

習近平体制のもとで、毛沢東思想が復活し、

宗教面でも「中国化」が求められていると聞く

現在にあって、コロナ禍も関与して2018年以降

訪中の機会に恵まれない筆者にとっては、道備
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村の現状を知る由もない。ただ風の便りで、蒋

の他界を知った。人生の最期を迎える直前に彼

が洗礼を受けたのかどうかもわからない。

第3章	 山西省霍州市・洪洞県の四社五村
の農民にみる「個と共同性」

1、四社五村とは

四社五村という水利組織は、同じ水源の利用

によって形成され、乾燥・渇水地帯にある水利

共同体である60。この水利組織は、中国内陸の山

西省に所在する。同省の年間平均降雨量は500

ミリメートル前後であるが、極端な年には200

ミリメートルにも足らず、旱害が頻発した。特

に汾河流域以外の台地では雨水、泉水、井戸水

の利用に限られている。四社五村は洪洞、旧趙

城、霍州の三県の境に接する霍山（標高2,346

メートル、森林面積260.9万畝）の麓にあり、村々

はほぼ標高800メートルから1,000メートル程

度の台地に位置している。

四社五村は狭い地域に集中しており、村落間

の交流には都合がいい。沙窩峪から流出するわ

ずかな水源を利用する人々は、東西約6、7キロ

メートル、南北約10キロメートル四方に散在

する15の村落に生活している。この15の村に

より四社五村という不灌漑水利組織が構成され

ている。清代の行政区画の面から見ると、この

水利共同体は、洪洞、趙城、霍州の三県三郷に

分属していたが、現在の行政区画によれば、洪

洞県の北部と旧趙城県を含む霍州市との境界に

跨る。

四社五村を構成する15村は、水の利用と管

理に対し、すべて平等な権利を持っているわけ

ではない。各村落は三つの等級に分けられてい

る。まず、第一級は四つの主社である。四社五

村では、四主社だけが「水権」を持っている。

次の等級は「五村」としての孔潤村である。孔

澗村は四社五村内で「老五」とも呼ばれる。こ

の村は「水権」を持っておらず、「渠権」のみ

持っている。渠権とは、水路の管理権で、独自

に有する「水日」に行使する。第三の等級は付

属村である。付属村は独自の「水日」を持って

おらず、それぞれの主社村の「水日」の一部し

か使用できない。

四社五村には共同の民間信仰が存在してい

る。水源地の沙窩村には龍王廟が建てられた。

この龍王は四社五村の各村により共同で祀られ

ている。廟内の龍王像の前には石碑が立てられ

た。その碑文の表には「龍王廟の由来は非常に

古い」、「旧石碑は多数損壊され、その詳細は定

かではないが、概要については承知している。

四社五村の水日・順序を後ろに列記し、先人の

志を忘れないだけではなく、後世の人の水争も

免れる。石に文字を刻んでその志は永遠に不朽

である」と刻んである。石碑の裏側には、次の

文字が刻まれた。「仇池村8日、李庄村7日、義

旺村4日、孔潤村3日、杏溝村6日、一巡してま

た始めに戻り、ルール違反は許さず、違反者に

は罰を与える」と刻まれている61。

四社五村では、水利共同体の機能以外に、各

村間に助け合いもあった。義旺村の社首（四社

五村では、各村からの代表者より共同で運営・

管理され、各村の代表者は社首と呼ばれる）の

王 BH によれば、「現在、霍州側と洪洞側の間で

は、収穫時に無償で助け合うこともある。機会

を作って村の幹部が組織している。その他、村

民の間で交通事故が起こり、解決しにくい場合

には、村の幹部が介入すれば解決できる。霍州

側と洪洞側との水以外の交流は、洪洞側に石材

があるので、それをわれわれが購入する。四社



　華北農民の「個と共同性」からみた中国農村社会構造

− 47 −

五村の交流は他の村より多い。義旺村には井戸

がなく、生活用水にあまり余裕はないが、毎年

の廟会の際には、他の村の出店者にも無料で水

を提供する。」とのことである62。

2．王 BH の履歴と家族 63

本章では、義旺村社首の王 BH を例として、

「個と共同性」について分析する。王 BH は

1969年生まれで、小学校には4年か5年間通っ

たが、卒業しておらず、その後農業を始めて以

来、四社の一つとしての義旺村を離れたことは

ない。人民公社時代、この村に生産隊は4つあ

ったが、王は第2隊に属していた。2006年に選

挙で村長になり、2009年までの3年間担当し

た。村長になる前の2002年に、村の給水ステ

ーションの請負人になり、さらに四社五村の社

首になった。2008年霍州市の人民代表大会代表

となり、5年間担当した。

2008年に村で商店を始めた。それまで商業

をしたことはなかった。この商店（服装、雑貨

販売）を経営して、従業員一人を雇い、月給と

して600元を払っている。店舗は2階建て、2階

が住居、１階が商店になっている。借金をして

20万元で建てた。

王 BH は2013年に離婚し、家とガソリンス

タンドは前妻に渡した。その後再婚した。新し

い妻の楊 BX は、1990年生まれで、義城の出身。

今彼女と山上の給水ステーションの家に住んで

いる。王 BH の家族は夫婦の他に子供が2人い

る。２人目の子供の出産に関して罰金を払っ

た。王 BH によれば、当時は安く、数百元で良

かったが、現在の罰金は6,000 ～10,000元ぐら

いだという。前妻との間に娘が一人、息子が一

人いる。娘は霍州市の発電所に勤め、息子は王

BH が所有していたガソリンスタンドを経営し

ている。給水ステーションは山上と山麓の2か

所にあったが、山麓のステーションも息子に譲

った。山麓のほうは毎年2 ～3万元の給水収入

がある。山上の給水ステーションは、すべて灌

漑用の水である。

王 BH の父親は王 SN（ 1937年生まれ）、母

親は馬 QY（ 1943年生まれ）、現在同じ村に住

んでいる。父親は河南省新郷市延津県の出身

で、1942年頃、河南省で大旱魃が発生すると、

「石匠」（石臼を磨く石工）をしていた祖父が

父親を連れて山西省の蘭李村（四社の一つ）に

移住し、ここでもやはり「石匠」として働いて

稼いだ収入を資金として、約200畝もの土地を

買い集めた。だが、その後、アヘンを吸飲して

土地・財産を失い、土地改革時期には「貧農」

と階級区分された。

王 BH の父親は、1960年代の「三年困難期」

に食糧不足のため、30歳の時に、義旺村近くに

移り住んできた。この村の外れにヤオトン（窑

洞）を掘り、100畝あまりの土地を買ったが、

地味は悪かった。王家は「外来戸」（村外から

来た移民）であり、もともとこの村に親戚がい

たわけではない。義旺村の住民は各家が、もと

もと村の外側の各地に住んでいたが、これらを

合併してこの村の中心地に住むようになった。

王 BH の母親も河南省出身で、18歳の時にこ

の村にやってきた。やはり「三年困難期」だっ

た。王 SN と結婚したのもこの村である。

王BHには兄が一人（王HH、1961年生まれ）、

姉が一人（王 LY、1965年生まれ）いる。兄は

この村で農業を営み、リンゴを作っている。姉

はこの村を離れ、霍州市に嫁いでいる。

3．供水ステーションの請負

王 BH は2002年に給水ステーションを請け
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負った。用水料金を徴収し、収入を得た。王

BH によれば、村の用水料金については、給水

ステーションができるまでは、１立方メートル

につき1.8元と水利局が規定していたが、ステ

ーションができれば１立方メートル0.5元とな

るので、11,000元支払っても利潤がでると考え

たからだという。さらに、隣の高速道路のサー

ビスエリアに給水する際に、１立方メートル

1.5元だが、かなり使用量が多いので、年間の収

入は2万元になる。リンゴ農園を灌漑するため

の「水管」（パイプ）は霍州市水利局が費用を

負担して設置した。灌漑水の使用料は1時間に

つき40 ～50元である。仇池社は8日間の取水

権があるが、王 BH はこれを買っている。ただ

し水路のメンテナンス費用は、王が負担してい

る。

山上の給水ステーションは沙窩村の土地を使

っている。水利局は5万元を提供し、王 BH が

自分で土地使用料の1万元を支払い、さらに17

～18万元を払って今の住居を建てた。王によ

れば、給水ステーションの契約は5年に一回契

約する。契約が更新されるかどうか、水利局と

の関係によるという64。

給水パイプは、各農民の畑に給水するように

なっている。灌漑水1立方メートルにつき1元

を、農民から徴収する。水利局との関係以外に

も、王 BH には村の幹部との関係がある。村民

が水を利用できなくなって給水するときは、や

はり村の幹部と協議しなくてはならない。

王 BH は６～7畝の耕地を持ち、小麦しか栽

培しない。小麦の栽培では労働力を多くは費や

さない。供水ステーションの仕事は忙しい。毎

日３回も供水ステーションに通わなければなら

ないので、以前は供水ステーションに住み込ん

でいたが、その後村に住んでいる。

霍州市水利局副局長の張 AG によれば65、供

水ステーションの請負者は毎年水利局に両費

（高額なメンテナンス費、減価償却費）を納め

ると、メンテナンス費の大半は水利局により支

給される。納める金額は、毎年に水利局が検分

し、その収入によって金額を決める。

その後、王 BH はリンゴの冷蔵庫を崔 SH と

共同で村の党委員会の近くに建設した。100万

斤のリンゴを保存できる。80万元の費用がかか

ったが、資金の70％は崔の金。残りの30％は友

人からの借金。水で冷蔵するので、電気代はか

からない。

2015年9月22日に筆者（祁）が訪問した際

に66、王 BH によれば、現在義旺村では4日分の

水が不足するが、機械井戸があるので、用水は

充分である。現在義旺村の村民の水道料金は無

料だ。村長の朱 BB が機械井戸の電気料金を払

っている。義旺村の生活用水は無料だ。水道は

各家までに通じた。

2017年9月21日に筆者が訪問した際に67、王

BH によれば、高速道路でのトラックへの給水

はエンジンの冷却用として大型トラックには一

台に10元、小型トラックへは一台に5元で販売

している。1日100 ～200元の収入となる。( 王

の ) 叔母が水の販売を担当している。いつもは

妻が担当するが、娘を幼稚園に通園させるため

叔母に頼んでいるという。

2019年9月3日に訪問した際には68、王 BH に

よれば、現在、南峪の水は洪洞県に、北峪の水

は霍州市に帰している。分水亭に集まった後、

水は再びそれぞれ洪洞県と霍州市に送られる。

王は、山の麓に住んでいるので、分水と揚水ポ

ンプの開閉は全て遠隔操作で行っている。この

設備のために3,000 ～4,000元かかった。この年

2月から「霞霞農資部」（霞という文字は王 BH

の今の妻の名前から取ったという）の経営を開

始し、化学肥料と農薬を販売していた。化学肥
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料はその生産企業がこの村まで販売宣伝にやっ

てきて仕入れ価格が他よりも安価だったので、

購入することにしたという。

4．水道料金トラブル

2004 ～2013年の間に、王 BH は義旺村から

水道料金を徴収できなかった。霍州市水利局の

張 AG によれば、当時洪洞側はもう四社五村の

水を利用しないが、管理制度は変わらず、毎年

祭祀を行う。しかし、新たな問題が起きた。そ

の間に、国家が飲用水工程を興し、そこに集中

供水ステーションを建設した。その水源の一部

は四社五村の水で、一部はモーターで汲み上げ

る井戸の水だ。工事が竣工してから、義旺村の

生活用水問題は解決した。しかし、その後、村

民間の仲が悪くなり、村民が集中供水ステーシ

ョンに水道料金を納めなかった。一方で、水が

不足した。村の幹部は水利局を訪ねて昔の四社

五村制度を回復しようと要求した。現在の義旺

の幹部は洪洞側とも仲が悪い。義旺村が洪洞側

の分の水を使っている。だが、洪洞側が「我々

の分は川に流しても、相手側には送らない」と

言った。現在、義旺村は3日間の水のみ使用で

きる。

村民が集中供水ステーションへ水道料金を払

わない理由については、張 AG が次のように言

った。「理由はいろいろだ。当初、この集中供

水ステーションが竣工してから、その責任者は

この村の村長王 BH だったので、管理しやすか

った。近年、洪洞側が井戸水を使用して、この

水を使わない。しかし、その水権は持ち続けて

いる。その時村の村長王 BH が洪洞側と仲良い

ので、洪洞側が自分の分の水をこの村に譲っ

た。集中供水ステーションはこの村の人から水

道料金を徴収しない。他の村から料金を徴収す

る。しかし、その後村の幹部が入れ替った。集

中供水ステーションの王 BH は村長を担当しな

かった。彼は、水利管理は金が掛かり、この前

は自分が村長を担当したので、村民に奉仕した

が、現在、村民から水道料金を徴収しようとし

た。しかし、次の村長が納得せず、水道料金を

払いたがらない。これによって、給水を停止し

た。このことをめぐって、トラブルが起こった

り、殴り合いになった。我々水利局のところに

も来た。我々の原則としては、水を利用すれば

少なくても料金を払うべきだ。しかし、今の村

長が同意しない。現在、村長がこちらに来て、

昔の四社五村の水制度の回復を要求した。しか

し、今洪洞側が自分の分の水をこの村に譲らな

くなった。我々は郷の幹部と一緒に調停した。

我々は金を払わなければ水を使用できない、す

こしでも払うべきだという意見を説明した。現

在双方の村も我々のところに相談しに来ない。

我々は郷の幹部と相談して、もし、渇水問題が

深刻になると臨時の措置としてすこし給水して

もいいといった。もし、集中供水ステーション

の王 BH が続いて村長を担当すれば問題が起こ

らなかったかもしれない。村長が選挙で退陣し

た。我々も村の内部の状況がよく分からない。

実際、村の中では、続いて集中供水ステーショ

ンの水を使用している。一般的に、夏と秋に結

氷しない時、湧き水を使用し、冬になって凍っ

た時に、井戸水を使用する。井戸水は電気代と

人件費が掛かる。現在の集中供水ステーション

は概ね赤字が出るので、できるだけ湧き水を使

用する。」69

水の使用料金は、王 BH によれば、すべて自

ら各村に行って、各世帯の水窑のメーターを見

て、代金を徴収する。１立方あたり1.8元だが、

義旺村では少しも徴収できない。義旺村はこの

水源しか利用しない。後で井戸を掘ってから代
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金を徴収するつもりだ。井戸水を使用したら代

金を徴収してもいいはずだという。

王 BH によれば、義旺村では、供水ステーシ

ョンができる前には、一人あたり年間2元を徴

収した。現在、もし義旺村で徴収したら、一人

年間1元でも良い。2004年以来ずっと徴収でき

ていない。村の幹部と相談しても、郷に協力を

求めてもダメだ。去年の冬に送水パイプは凍っ

て割れたので、郷から4,000元の修理費を出し

てもらった。2004年より供水ステーションを請

負し、2006 ～2009年に村長を務めた。当時の

書記長は侯 GH である。2009年から現在までの

村長は楊 QH で、同時期の書記長は李 SY であ

る。郝 JH は1980年代に書記長を務めた。私

はもう村長を務めるつもりはない。四社五村の

毎年の大祭の費用には2、3万元を使うので、私

は毎年4,000 ～6,000元を出した。南李庄の水

は我々が使うので、私は5,800元を出した。毎

年の大祭と小祭には、各村の幹部が出席し、私

も出席する。会議の場で私は水の代金を徴収し

ようと提起した。洪洞では１人年に3 ～5元を

払う。会議では彼らは徴収してもいいと言っ

た。しかしいくら払うか分からないので、その

額は決められない。引き伸ばして払わない。私

も義旺村の人間で、１分（ 1元の100分の１）

払ってもいい。現在年間で私は10,000元余り

を失った。

2013年8月18日に訪問した際70に、義旺村の

用水料は当時の村長が負担することは分かっ

た。王 BH によれば、現在の義旺村の村長は朱

BB で、38歳、殆ど村にいる。義旺村の村長へ

の立候補の条件は、全村の水費を負担すること

である。だから今は村民は水費を払わない。朱

BB は外で工程隊（建築会社）を持っているの

で、毎年村の5,000 ～7,000元の水費を負担で

きる。

5．王 BH の人間関係

ステーションの請負人になった経緯では、紹

介人がいた。王 BH によれば、霍州水利局が請

負人を探していたので、私は友人に頼んで水利

局の局長（周 ML）と知り合いになった。その

時の局長は既に陶唐峪郷の人だ。請負人の競争

相手はいたが、その人物は請負できなかった。

請負に際して水利局と1年いくら上納するか交

渉し、結局1年に11,000元支払うことにしたと

いう。

王 BH は2002年に給水ステーションを請け

負ってから社首になった。その前の社首は楊

XM で、6 ～7年社首をやった。楊 XM も給水

ステーションの請負人になろうとしたが、なれ

なかった。王 BH は11年間ずっと義旺村の社

首で、副社首は劉 XH（副村長）である。他の

村の社首と副社首は殆ど書記長と村長で、毎年

の会合は社首と副社首のみが参加する。2013

年、義旺村が大祭を行い、王 BH は水道のメン

テナンスの費用のみ出す。実際には、毎年の水

道のメンテナンスの費用は王 BH が負担する

が、その後水利局に申請するので、実はこの費

用は水利局が出している。

王 BH によれば、なぜ私が社首に選ばれたの

か、その理由は私が洪洞側と仲良く、交渉が順

調であるからだ。誰でも洪洞側と仲良ければ、

社首に選ばれる。これは前任者が決めることで

はない。私の家族はこの村では大家族である。

誰でも村長を立候補する時、まず私を訪ねる。

2、3人が出て競争する場合は、私は他の人を立

候補させない。今の書記長はまだ李であるとい

う。

王 BH は妻の楽しみのために十数万元で新車

を購入した。王の妻は運転免許を持っている。

王 BH は、娘を幼稚園に送り迎えするときはバ
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イクを使う。自分は自動車の運転免許を持って

いないが、時々自動車を運転しても、県政府の

交通警察に友人がいるので、無免許運転でも全

く問題ないと豪語していた。

2017年頃、義旺村の村長の朱 BB は賭博とけ

んかにより免職となった。その時、「打黒」（組

織犯罪撲滅運動）が行われており、公安局の記

録に「汚点」が記載されていれば、村の幹部に

なることはできない。その後、村長は村の書記

が代理を務めたが、書記は村長を再選しようと

している。書記は王 BH に村長になるように薦

めているが、王 BH は村長になるのは面倒くさ

いので、いろいろと口実を設けて辞退したとい

う。

6．王 BH の「個」と「共同性」

王 BH の経歴からは、重層化した「共同性」

を内包した「個」の実像の一面が見てとれる。

村外出身者である王を村長にしようとする意向

を持つ村民および義旺村幹部、さらに「水利共

同体」としての四社五村の村々、そして王の背

後に見え隠れする水利局の側からすると、「個」

としての王を利用するする「共同体」の側も、

共同性の利益を最大限に獲得しようしている。

一方で、「個」としての王からすると、第一に、

村の幹部として、村民の利益のために働くが、

個人的利益も忘れずに追及している。彼は村長

を担当しながら、村で商店、ガソリンスタンド

の建設・経営をした。また、給水ステーション

を請け負い、村長在任中に「奉仕」として水を

無料で供給していたが、村長を辞めて、村民に

水道料金を徴収しようとし、一時トラブルが発

生した。

第二に、彼は四社五村の社首として、この水

利共同体の運営・管理に参与しながら、給水ス

テーションも請け負い、四社五村の水と機械井

戸の水を両方も使用し、灌漑用水として使用料

を徴収する。さらに、高速道路のサービスエリ

アや高速道路で走るトラック冷却用水を提供し

て、利益を得た。義旺村の社首として、洪洞県

側の仇池社との関係は仲が良いので、仇池社の

「水日」の水も無料で使用できる。社首と「水

の経営者」との二重の役割を担当することによ

り、社会貢献をしながら、個人的利益を獲得し

た。

第三には、王 BH は、一人の農民として、国

家に支配される一方で、役所の国家幹部にさま

ざまなコネをつけて、特別な便宜を図ってもら

った。水利局長の関係で給水ステーションを請

け負い、県政府の交通警察に友人がいるので、

無免許も運転できる。また、ガソリンスタンド

を経営する際に、消防安全の許可証も友人の関

係で入手した。

王 BH という「個」は、村の幹部・水利共同

体の社首・農民の身分などの「重層的な共同性」

を内包している一方、それぞれの「共同体」の

中に、個人的な利益を最大限に求めている。王

BH という「個」は自らを中心として、複数の「共

同性」の中に個人的ネットワークを構築して自

らの便益のために「共同性」を活用していると

いえよう。

おわりに

以上、「個と共同性」に関する言説および「民

衆の日常」という視点からの研究を整理した後

に、山西省農民の個人史から改めて華北農村に

おける「個と共同性」を検討してみた。そこか

ら見えてくる民衆の実像からは、「重層化した
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共同性」のもとで、当該期の社会状況に翻弄さ

れながらも、強かに存在する「個」の一端が浮

かび上がってくる。そして、権力と民衆との間

に、依存と対立の相互関係が垣間見られること

もある。しかし、我々の作業は、実証性からす

れば、未だ多くの課題を抱えたままの試論に止

まっていると言える。今後とも中国農村におけ

る「個」と「共同性」の相互関係が探求される

べきであろう。

ところで、かつて内山は、『中国農村慣行調

査』の再調査として実施した山東省平原県後夏

寨村の関するインタビュー記録を纏めた三谷孝

編『中国農村変革と家族・村落・国家』第2巻（汲

古書院、2000年）に所収された「後夏寨村調査

資料解説」の中で、「共同性の二面性」につい

て論及した（18 ～19頁）。

つまり中華民国時代末期まで、当該地では収

穫期になると、「公看義坡」の名のもとに、村外

者による盗難から生産物を守るために、「看青」

という村民の輪番制による見張り組織が存在し

たが、1949年以後の共産党政権下で村幹部によ

る「護秋」に変更したことにより、村民間の「扶

助機能」という「共同性」を保持した「看青」

にも、村民の中に違反者が出ないための「監視

機能」が内在していたことを過小評価していた

と反省した。まして冬季間の村内の見回りであ

る「打更」も、民兵の「保衛」に置き換わった

ことからも、「共同性」のもつ多面性に再検討

が必要であった。

この点については、河野正がその著『村と権

力　中華人民共和国初期、華北農村の村落再

編』（晃洋書房、2023年）の中で、『河北日報』

の記事や唐山市玉田県での調査から「護秋」を

再検討し、内山の「推測の域を出ていない」論

究から、「史料に則して人民共和国成立後の看

青の実態を確認する」研究にレベルアップして

くれた（109 ～110頁）。

ちなみに河野の前掲書では、山本真『近現代

中国における社会と国家　福建省での革命、行

政の制度化、戦時動員』（創土社、2016年）をヒ

ントとして、「山本は当地における人々のつな

がりを地縁や血縁、そして廟を通じた神縁など

重層的なものとして捉え、それが重なりあって

秩序を形成・維持していた」ことに注目し、「先

行研究のように村を絶対的な指標とはせず、村

というレベルの相対化を試みる。すなわち本書

は華北農村を、普遍的に結びつきが弱い地域な

のではなく、複層的に様々な結びつきが存在

し、それぞれが時に強まり、時に弱まるという

性質を持つ社会と捉える」（ 34頁）と断言した

ことは、旧来からの華北農村に関する農村社会

研究レベルを確実に高めたといえよう。

さらに、前掲の田原史起『草の根の中国　村

落ガバナンスと資源循環』に注目すると、「つ

ながり」「まとまり」そして「ガバナンス」の

概念規定を説明した後に、「従来の中国農村の

共同性をめぐる議論は『まとまれるか、まとま

れないか』、『強いか弱いか』、ひいては『共同体

が存在するか否か』という議論になりがちだっ

たのではないか。換言すれば、村の『共同性』

といったときには、ガバナンスの領域ごとに異

なる形があることが認識されてこなかった。特

定のガバナンス領域、特定の機能・組織を注視

したために、一つのフィールドのもつ『共同性』

を単に強いか、弱いか、で捉えてしまった。こ

れに対して本書では、同じ一つの村であって

も、異なるガバナンスの領域ごとに異なる『共

同性』が問題となることを主張する。異なる共

同性が作用しあった結果、本文で論じる通り、

同じ一つの村でも、ある領域の問題はスムーズ

に解決されているが、他の領域の問題は未解決

のままになっている、ということも当然、起こ
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りうることになる」（ 54 ～55頁）との問題提

起も、「共同性」研究を大きく前進させている

と言えよう71。

山本真、田原史起、河野正、そして鄭浩瀾、お

よび前稿で紹介した前野清太朗の中国農村社会

研究は、「共同体」に関する内山の研究と、奥村

哲および三品英憲の内山批判との間に展開した

「空中戦的な論争」を超えて、実証的にかつ歴

史的に農村社会の深部を解き明かしていくイノ

ベーターとなるだろうと期待している。

前述したブランコ・ミラノヴィッチは、その

著書『資本主義だけ残った　世界を制するシス

テムの未来』の中で、21世紀初頭のアメリカを

「リベラル能力資本主義」と規定したが、トラ

ンプ大統領の再登場により、「政治的資本主義」

と規定した中国同様に、欧米諸国にも権威主義

的動向が顕著となってきた。まして従来の国民

国家を前提として成立してきた国際機関である

国際連合も機能不全の側面が顕わになってき

た。

フランスの画家ポール・ゴーギャン (Paul 

Gauguin) がタヒチ滞在時に描いた大作の画題

『我々はどこから来たのか　我々は何者か　

我々はどこへ行くのか』（D'où venons-nous ? 

Que sommes-nous ? Où allons-nous ?）ではな

いが、果たして人類社会はどこに向かっていく

のだろうか。

そんな現代社会の実情を鑑みると、本稿で

我々が取り上げた中国社会の基層部に生きた農

民の「生の声」は、膨大な档案史料と共に、人

類の在り方を再考すべき今後の農村社会研究に

とって貴重な資料を提供している。未だ問題提

起にとどまっている我々の「個と共同性」研究

が、人類にとって国民国家の次の世界がどのよ

うなものであるべきか追究することも含めて、

次世代以降の中国農村社会研究にとって新たな

可能性を切り拓くことに繋がれば幸いである。

  注

1	 歴史学の分野では、19世紀フランスの民衆による
社会結合としてのアソシオンの共同性の中に、個が
誕生するという歴史的動態を扱った喜安朗『近代
フランス民衆の＜個と共同性＞』（平凡社、1994年）
や、近世イギリスからナチス時代のドイツまでの近
代ヨーロッパにおける「国家による強制的な共同
性と、中間領域・中間諸団体における選択的な共同
性との相互関係のもとに生きる個人の共同性・ア
イデンティティの変容」を考察した友田卓爾編『西
洋近代における個と共同性』（渓水社、2006年）が
ある。また本文でも紹介したが、中国古代史研究者
の飯尾秀幸が発表した「中国古代における個と共
同性の展開」（『歴史学研究』729号、1999年10月）は、
地縁結合と血縁結合の大きな変動から、秦という王
朝国家の発生を考察しているが、議論の中核はあく
まで学界の中心議題であった「国家と共同体」に
設定されているようだ。

2	 例えば、比較家族史学会監修、加藤彰彦・戸石七
生・林研三編著『家研究の最前線　家と共同性』（日
本経済評論社、2016年）では、「家の内部と外部の
共同性」という概念を提示し、従来の「村落社会の
共同性」は、「家の外部の共同性」と指摘している
ことは、「共同性」に関する思索の難しさを表して
いるともいえる。

3	 その代表が、陳天華の自殺や19世紀の仇教（反
キリスト教）運動から説き起こし、さらに日本近世
史家の佐々木潤之助ばりに、近代中国研究に「半プ
ロ」論を展開した里井彦七郎の『近代中国におけ
る民衆運動とその思想』（東京大学出版会、1972年）
であろう。

4	 原著では表題の「個」に「わたし」と、「共同性」
に「わたしたち」とルビが付されているが、本稿で
はかえって煩雑な表現となるので、あえてマルカッ
コ内に平仮名で表記することとした。

5	 秋山良照『中国土地改革体験記』（中央公論社、
1977年）、西条正『中国人として育った私』（中央
公論社、1978年）、福地いま『私は中国の地主だっ
た』（岩波書店、1954年）。

6	 石岩・金秋「北京郊区雙槐樹村的新情況」（中央
農業部計画司編『両年来的中国農村経済調査彙編』
上海、中華書局、1952年）。

7	 山東省農林庁「山東省四十九個村典型調査」（同
上書）

8	 「山西武郷農村考察報告」（中国経済論文選編輯
委員会編『一九五〇年　中国経済論文選』第一輯、
第二輯上・下冊、北京、生活・読書・新知三聯書店
出版、1951年）。

9	 「労働英雄于清文互助組的問題」（『旅大人民日
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報』1950年3月2日）、「労働英雄于清文組是怎様進
行整頓的」（『旅大人民日報』1950年3月17日）、共
に中国科学院経済研究所農業経済組編『国民経済
恢復時期農業生産合作資料彙編　1949-1952年』上
冊、北京、科学出版社、1957年に所収。

10	 林子力・馬家駒「田家府村光輝農業生産合作社
調査報告」（『経済研究』1955年第4期）。

11	 An i ta Chan , R i chard Madsen , Jona than 
Unger“Chen Village :The Recent History of a 
Peasant Community in Mao’s China ”University 
of California Press,1984. なお第二版として、鄧小平
時代の内容が書き加えられて、“Chen Vil lage  　 
Under Mao and Deng ”University of California 
Press,1992. が刊行されている。日本語版としては、
1984年の初版本に基いて、小林弘二監訳『チェン
村　中国農村の文革と近代化』（筑摩書房、1989年）
がある。ちなみに吉沢の著書192頁に引用された「図
3-1　1961年広東省陳村（生産大隊）の5つの生産
隊」と「図3-2　1962年再分割後、同村の10の生産
隊」の図は、原著および日本語翻訳本と比較する
と、南北を示す方位標（方位磁針）が加わり、さら
に上下が逆さまになっている。その理由はわから
ない。また、吉沢がその著で引用した「チェン村」
の農民については、「原文が英語であるため、中国
人名はカタカナで表記」したことが断られている
（59頁）が、小林弘二監訳の日本語版では、ほぼ漢
字化され、「主要な登場人物」としてその人間像が
簡単に紹介されて読みやすい。

12	 溝口雄三「『中国の近代』をみる視点（2）」（『UP』
97号、1980年11月）。

13	 里井彦七郎の「帝国主義のアジア侵略」に対す
る厳しい批判は、「中国近代化過程に関する三つの
捉え方について」（『歴史学研究』第312号、1966年
5月）に顕著に見てとれる。「帝国主義的支配階級
的観点」として波多野善大の研究を、そして「『資
本主義派』的方法」の研究として小山正明・鈴木
智夫・菊池貴晴・渡部惇・中村義・野沢豊の研究
を厳しく批判し、一方「新たな胎動」として、狭間
直樹・石田（山下）米子の研究を高く評価し、買弁
官僚資本集団に対する「人民大衆の反帝反封建闘
争」の究明を「帝国主義に従属した清朝国家権力
との闘争まで拡大発展させる」ことの重要性を主
張した。ただその研究方法は、他の追従を許さない
ほどの極めてラディカルなもので、「アメリカ帝国
主義によるベトナム侵略」という時代背景もあっ
てか、里井の危機意識が強く反映し、里井の意図と
は別に、冷静な形での論争を生むものとはならなか
った。

14	 前述注11と重複するが、原著で Qingfa と表記さ
れた人名は、吉沢本では「チェン・ファ」と表記さ
れている。これに対して、小林弘二監訳の日本語版
では、慶発と表記して「テンフア」とルビをつけて
いる。さらに村名も「チェン村」として陳村とは

していない。陳と慶の混同を避けた工夫かと思わ
れる。

15	 原著は、Branko Milanovic “Capitalism,Alone 
The Future o f the System That Rules the 
World ”, Harverd University Press,2019.

16	 論争の発端は、加藤弘之『「曖昧な制度」として
の中国型資本主義』（NTT 出版、2013年）に始まる。
これに対して中兼和津次から「『曖昧な制度』とは
何か――加藤弘之『「曖昧な制度」としての中国型
資本主義』を読んで――』（『中国経済研究』第11
巻第1号、2014年3月）が発表されると、加藤から「中
兼和津次氏の『曖昧な制度』批判に答える」（『中
国経済研究』第11巻第2号、2014年9月）および「中
国型資本主義の『曖昧な制度』をめぐるいくつか
の論点：中兼和津次氏の批判に答える」（『国民経
済雑誌』第210巻第2号、2014年）という反論が出
された。また加藤弘之『中国経済学入門——「曖
昧な制度」はいかに機能しているか』（名古屋大学
出版会、2016年）が刊行されると、中兼和津次「『曖
昧な制度』とその意味について再度考える――加
藤弘之著『中国経済入門』名古屋大学出版会、2016
年を読んで」（『中国経済経営研究』第1巻第1号、
2017年3月）が発表された。

17	 内山は『毛沢東時代の政治運動と民衆の日常』
を既に入手していたが、『革命と親密性　毛沢東時
代の「日常政治」』は、鄭からその編書『流動する
中国社会　疎外と連帯』（慶應義塾大学東アジア研
究所、2025年）と共に贈られてきた。そこで『毛沢
東時代の政治運動と民衆の日常』と併せて熟読し
てみると、欧米の研究も丁寧に整理された「先行研
究に見る毛沢東時代の民衆像」が紹介されており、
改めて現代中国農村社会研究における「民衆の日
常」を考察することの意義の大きさを再認識させ
られた。

18	 平野義太郎『大アジア主義の歴史的基礎』（河出
書房、1945年）158頁。

19	 旗田巍『中国村落と共同体理論』（岩波書店、
1973年）45-46頁。原載は仁井田陞博士追悼論文集
第二巻『現代アジアの革命と法』（勁草書房、1966
年）。

20	 内山雅生、書評石田浩著『中国農村社会経済構造
の研究』、『アジア経済』第28巻6号（1987年、6月）。

21	 厳善平「石田浩教授の中国農村研究」（『アジア
研究』第52巻4号、2006年10月）

22	 田原史起の近著『中国農村曼陀羅　円環する郷
土と暮らし』（東京大学出版会、2025年）では、243
頁に、インドとロシアを加えた「調査地の地方行政
構造の比較」図を掲示している。中国に関しては、
山東省の果村と江西省の花村を取り上げ、果村に
「小組平均154人」、花村に「集落平均156人」を表
示している。ダンバー数を考える上では興味深い。

23	 原著は、Robin Dunbar “How Religion Evo- 
lved ”,Pelican,Penguin Press,2022. なお、ダン
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バ ー の 数多くの著作の中でも、“Human Evo-
lution ” Pelican,Penguin Press,2014 は、社会脳仮説
と時間収支モデルという理論により、アウストラロ
ピテクスから現生人類までの集団の大きさと一日
の時間の使い方を検討しており、人文社会系学者に
もわかりやすい。2016年にインターシフトから鍛原
多恵子訳『人類進化の謎を解き明かす』として出
版されたが、2025年に河出書房新社から鍛原多恵子
訳『人類進化　私たちはいかにしてヒトになった
のか』と解題され、文庫本として再版されている。
またダンバーが、2010年に、人間の認知能力や社会
性、言語、文化、性的魅力について、進化の視点か
ら考察したエッセイ集である“How Many Friends 
does One Person Need ？ Dunbar’s Number and 
Other Evolutionary Quirks ”は、日本語版が2011
年にインターシフトから出版されていたが、2025年
に青土社から藤井留美訳『友達の数は何人？ダン
バー数とつながりの進化心理学』として出版され
ている。

24	 旗田前掲書、125頁。「村の土地と村の人」の原載
は、東京都立大学人文学部『人文学報』第51号（1966
年2月）。

25	 田原史起『草の根の中国　村落ガバナンスと資
源循環』（東京大学出版会、2019年）234頁。

26	 田原史起『中国農村の現在　「 14億分の10億」
のリアル』（中公新書、2024年）95-96頁。

27	 原著は、James C.Scott “Against the Grain A 
Deep History of the Earl iest States ”,Yale 
University Press,2017.

28	 原著は、David Graeber and David Wengrow 
“The Dawn of Everything A New History of 
Humanity ”,Allen Lane,2021.

29	 原著は、David Graeber “Pirate Enlightenment,or 
the Real Libertalia ”、Libertalia Press,2019.

30	 原著は、Jason Hickel “Less is More ”,Penguin 
Random House,2020.

31	 その研究成果は、三谷孝編『中国内陸における農
村変革と地域社会　山西省臨汾市近郊農村の変
容』（御茶の水書房、2011年）に、インタビュー記
録は田中比呂志・弁納才一・祁建民編『中国山西
省高河店訪問調査の記録――2006年・2007年――』
（汲古書院、2023年）に収録されている。

32	 祁建民・弁納才一・田中比呂志主編『中国の農
民は何を語ったか――華北農村訪問聞き取り調査
報告書（2007年～2019年）――』（汲古書院、2022
年）31頁。

33	 同上書、106頁。
34	 同上書、107頁。
35	 同上書、212頁。
36	 同上書、267頁。
37	 同上書、213頁。
38	 同上書、110頁。
39	 同上。

40	 同上書、143頁。
41	 同上書、110頁。
42	 同上書、143頁。
43	 同上書、165頁。
44	『東京学芸大学紀要、人文社会科学系Ⅱ』67号お

よび68号、2016年および2017年。
45	 前掲『中国の農民は何を語ったか』373頁および

376 ～377頁。
46	 三谷孝編『中国農村変革と家族・村落・国家』

第2巻（汲古書院、2000年）341 ～342頁。
47	 前掲『中国の農民は何を語ったか』213頁。
48	 同上書、377頁。
49	 同上書、165頁。
50	 同上書、365頁、および375頁。
51	 同上書、375頁。
52	 同上書、365頁、および375頁。
53	 平野健一郎編『日中戦争期の中国における社会・

文化変容』財団法人東洋文庫、2007年に所収。
54	 同上書、226頁および228頁。
55	 前掲『中国の農民は何を語ったか』、269頁。
56	 同上書、301頁。
57	 同上書、342頁。
58	 同上書、346 ～350頁。
59	 同上書、233頁。
60	「四社五村」の研究は、1981年に北京師範大学の

董暁萍とフランス人の藍克利（Christian Lamou-
roux）の調査により、漢代に作られ、元末に消失し
たが、明初に再び作成された「水冊」が発掘された
ことによる（前掲『中国の農民は何を語ったのか』
19頁）。その成果は、董暁萍・藍克利『不灌而治―
―山西四社五村水利文献与民俗』中華書局、2003年
に纏められている。さらに同書については、森田明
『山峡の民衆と水の暮らし――その歴史と民俗』
汲古書院、2009年でも紹介されている。

61	 董暁萍・藍克利前掲書、103 ～105頁。
62	 同上書、260 ～261頁。
63	 王 BH の履歴と家族については、以下に示した複

数の引用個所を参考に纏めたので、インタビュー時
が確定した個所を除いて、個別に出典明記すること
は避けた。引用個所は、前掲『中国の農民は何を語
ったか』262 ～264頁、357 ～359頁、381 ～386頁、
478 ～480頁、507 ～508頁、512 ～513頁、518 ～522
頁、527 ～530頁、561 ～563頁、572 ～573頁、576 ～
579頁、591 ～593頁である。

64	 前掲『中国の農民は何を語ったか』381 ～385頁。
65	 張 AG の応答は、前掲『中国の農民は何を語った

か』202 ～205頁、513 ～514頁を参照。なお水利局
の活動については、総工程師の安 WD の応答部分
（同上書17 ～18頁）を参照。

66	 前掲『中国の農民は何を語ったか』478 ～480頁。
67	 同上書、527 ～530頁。
68	 同上書、576 ～579頁。
69	 注64に同じ。
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70	 前掲『中国の農民は何を語ったか』357 ～359頁。
71	 田原史起『草の根の中国　村落ガバナンスと資

源循環』についての書評は複数が発表されている
が、山本真の書評（『アジア経済』66巻3号、2020年
7月）は、丁寧に内容を紹介した後に、①中国農村
の社会結合の特性、②現在への伝承という視座、③
農村の未来の3つの論点を提示している。いずれも
歴史研究者からの批判として、内山も同意すること
が多いが、特に③に関しては、「新型都市化建設」
政策との関係から、田原の楽観的な「農村ガバナン
ス」像についての山本の指摘には共感することが
多い。またロシアおよびウクライナの地域政治を
研究する松里公孝が、「旧ソ連・ユーラシアと比較
する視点から田原の農村ガバナンス研究」を論評
した書評（『アジア経済』67巻3号、2021年9月）で
は、田原の農村社会研究の意義を認めながらも、そ
の著書への違和感として、1994年に製作され日本で
も1996年に公開された、今では懐かしい中国映画
『正義の行方』（原題『被告山杠爺』）までをも取
り上げ、「村の共産党員は何をしているのか」と農
村の共産党幹部や共産党組織について論及が不充
分な田原の問題点を指摘し、「村ガバメントという
用語を拒否し、村ガバナンスに関心を集中する田原
が、逆の方向でみるべきものに目を閉ざしているの
ではないかと、私は危惧する」との松里の的確な批
判にも同感することが多い。ただ前掲『中国農村
曼陀羅　円環する郷土と暮らし』で田原が、「序章」
で地域研究としての「問題としての農村」を提起
し、さらに「あとがき」で里山の有効性から、現代
社会における農村の可能性に論究していること
を、気候変動のせいもあってか住居地への熊の出没
にあたふたする日本社会の現状と考え合わせる
と、田原の今後の研究活動に、中国農村社会論に止
まることなく、前述のスコットやグレーバー達の提
起する「人類史」に関与して、中国農村社会史を展
望してくれる日が来ることを期待している。
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〈研究論文〉

*賈　曦
Hagar MOHAMED

外国につながる子どもの教育における見えない壁
― 不就学と教育情報アクセス格差を中心に ―

Invisible Barriers in Education for Children with Migration 
Backgrounds in Japan

Non-Enrollment and Inequalities in Access to Educational Information

*国際社会学部 国際社会学科 教授

Abstract

This study examines the invisible barriers faced by children with migration backgrounds in Japan, 

focusing on non-enrollment in compulsory education and inequalities in access to educational informa-

tion. Drawing on policy documents, administrative data, media reports, and qualitative interviews, it 

demonstrate that these challenges are structurally produced by institutional arrangements that pre-

suppose majority cultural norms. Educational information is predominantly provided in Japanese and 

circulated through informal social networks, placing families without sufficient linguistic and cultural 

capital at a disadvantage. As a result, children are  required to act as language brokers between 

schools and their families, which imposes additional cognitive and emotional burdens. The study con-

cludes that addressing these invisible barriers requires institutional reforms that extend beyond lan-

guage support and critically reconsider majority-centered assumptions embedded in the education sys-

tem.
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はじめに

グローバル化の進展に伴って、日本で暮らす

外国人が増え続けてきている。特に「出入国管

理及び難民認定法」の改正により、労働者とし

て外国人の受け入れを認めるようになり、日本

の在留外国人数は毎年増加し、今後もさらなる

増加が見込まれる。

こういった外国人の増加に伴い、多様なルー

ツとルートを持つ子どもが地域コミュニティに

住み、学校に入ってくることも想定される。こ

れら外国につながる子ども 1 が文化的言語的に

多様な背景を持ち、教育現場では、多文化共生

社会への体制づくりが喫緊の課題である。日本

財団の調査によって、外国につながる子どもが

同じ学校・クラスにいる環境は一般的になりつ

つあることが明らかになった。2こうした多民族

化・多文化化といった社会変動に対応するため、

外国につながる子どもへの教育支援や多文化共

生教育の確立、及び支援体制の整備が喫緊の課

題となっている。

このような状況を受け、行政レベルも学校レ

ベルも多岐にわたる支援策が講じられてきた。

その中に、日本語指導教員の配置や教員研修、

受け入れ手引き・マニュアルの整備、日本語指

導法研修などを通じて、学校の受け入れ体制と

児童生徒への指導・支援体制を支えることを目

的とするものが多い。3しかし、日本語教育が中

心的な課題として位置づけられてきたため、現

実には、外国につながる子どものニーズに十分

こたえられていないことが確認されている。不

就学、学校や家庭に居場所がないことや、文化

の違いから学校生活への適応が難しく、家庭で

も教育に関する認識の違いから親と衝突する等、

外国につながる子どもが日本語以外の課題をた

くさん抱えている。4さらに、日本社会や学校へ

の適応を促す日本語教育や適応指導に重きが置

かれていることにより、多文化主義からの考察

があまり検討されてこなかったことも指摘され

ている。5

本稿では、共生社会の実現という観点から、

外国につながる子どもの教育課題の中で見えに

くい不就学問題と情報アクセス格差に着目し、

文献研究、行政資料及びメディア報道を基に議

論を整理する。なお、本稿では「外国につなが

る子ども」を基本用語としてて用い、必要に応

じて行改用語を引用する。また多文化共生概念

の再検討を通して、これらの問題を生み出す構

造的要因を明らかにし、さらに、多文化共生を

「外国人への支援」ではなく、「多数派を含む

社会全体の変容」として捉え直す視点を提示す

ることを目的とする。

第1章	 在留外国人の増加と教育現場の変容

1990年代以降、日本における在留外国人は一

貫して増加傾向にある。背景には、1990年の「出

入国管理及び難民認定法」改正による南米系日

系人の受け入れ拡大、さらに2018年の入管法改

正によって創設された在留資格「特定技能」に

よる労働者受け入れの拡大がある。この制度改

革を契機として、日本社会における外国人の居

住者数は大きく増え、その構成や居住形態も多

様化している。

2024年6月末時点で、日本には358万8,956人

の在留外国人が生活し、前年から17万7,964人

増加し過去最高を更新した 6（図1）。さらに、

不法残留者を含めれば、国内で生活する外国人

は360万人を超える規模に達している。国籍別

では、中国、ベトナム、韓国、フィリピン、ブラ
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ジル、ネパールなどアジア・南米諸国が中心で

あり、とりわけベトナムとネパールの増加幅が

大きい。これは、特定産業分野における労働力

不足を背景に、特定技能1号・2号の受け入れが

進んでいることと密接に関連している。

特定技能制度は、一定の技能を有し即戦力と

なる外国人を受け入れるために設けられたもの

であり、1号では在留期間が最長5年とされ、家

族帯同が原則認められていない。一方、2号で

は熟練技能者が対象であり、家族帯同が可能で

在留期間に上限がない。これらの制度の違いに

よって、単身労働から家族帯同型の定住へと外

国人の滞在形態が多様化し、今後も外国につな

がる子どもが日本の地域社会や学校に増加し続

けることが予想される。

こうした在留外国人数の増加を反映して、日本

の公立学校に通学する外国人児童生徒数は年々

増加している。図2は公立の小中高、義務教育

諸学校に在籍する外国人児童生徒数の推移を示

したものである。2015年は76,282名であったが、

2024年には138,714名と約1.8倍まで増加してい

る。教育現場において、外国につながる子どもは

もはや例外的な存在ではない。都市部だけでな

く地方都市でも多文化化が急速に進展している。

図1　在留外国人数の推移（2012-2024年）

図 2　公立学校に在籍する外国人児童生徒数の推移（2015-2024 年）

出所：法務省出入国在留管理庁公表資料を基に作成　https://www.moj.go.jp/isa/content/001425981.pdf

出所：法務省出入国在留管理庁公表資料を基に作成　https://www.moj.go.jp/isa/content/001425981.pdf
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こうした多文化化に対応するため、行政・学

校現場では日本語指導教員の加配、受け入れマ

ニュアルの作成、研修の充実などが進められて

きた。しかし、外国につながる子ども 1 の増加

に対し、行政側の支援体制は十分に対応できて

いない状況が生じている。文部科学省の2023

年度の調査によると、全国の公立学校における

日本語指導が必要な外国籍児童生徒数が2014

年の29,198人から、2023年には57,718人に増加

し、約10年間でほぼ2倍となっている。7この日

本語指導は、学校教育法施行規則で「特別の教

育課程」に位置付けられ、年間10 ～280単位時

間を標準として、日本語担当教員や日本語指導

補助者などが行われるが、自治体や学校によっ

て実施状況に大きな差がある。また支援の中心

が日本語教育や適応指導が中心とされてきたこ

とにより、外国につながる子どもたちが直面す

る実質的な課題—不就学、学習のつまずき、家

庭とのコミュニケーションの困難、文化的ギャ

ップによる学校適応の難しさ—には十分に対応

できていないとの批判が多い。「外国につなが

る子どもの異なる言語や文化を背景とした多様

なニーズに十分こたえられていない」8、「日本

社会・学校への適応や日本語の獲得に焦点化さ

れ、日本の学校システムに円滑に参入するため

の教育の閾を出ていない」、「現地の言語文化に

ついての知識・スキルの未発達という一時的現

象のみ目が向けられ、それを欠損として捉えた

一時的な補償教育という機能が中心になってい

る」9ことが指摘され、さらに、こうした問題が

外国につながる子どもを制度的に周縁化し、教

育機会や進路形成に深刻な格差を生み出すこと

も指摘されている。10 次に、外国につながる子

どもの教育における多文化共生の視点から、外

国につながる子どもの教育課題の中で見えにく

い不就学の問題、そして教育制度における情報

アクセス格差について、先行研究の整理を通し

て詳細に検討する。

第2章	 不就学問題

不就学問題は、20年以上前から問題視されて

きたにもかかわらず、現在に至るまで十分に改

善されていない課題の一つである。1990年の入

管法改定に伴い南米系移民が急増し、日本社会

で外国につながる子どもが増加するとともに、

不就学の存在が徐々に明らかになった（太田 , 

2000; 宮島・太田 , 2005; 佐久間 , 2006）。当時

の研究は、外国人子どもが日本の学校制度にス

ムーズに適応できず、制度からこぼれ落ちる構

造的問題を指摘し、不就学により、学校におけ

る文化資本の蓄積による社会的上昇の機会が奪

われることを重視するものである。また、不就

学の問題に関連して多くの先行研究が指摘する

のが、日本国憲法や法律の解釈と運用において、

外国人子どもへの教育が権利ではなく、「恩恵」

として認識されている点である（丹羽　2022；

竹内　2022；佐藤2019；小島2016；佐久間2005、

2006他）。日本国憲法の解釈において、教育を

受ける権利の享有主体及び就学義務の対象が

「日本籍を有する国民」に限定されているとす

るため、日本に暮らす外国につながる子どもは、

就学義務の対象外とされている。その結果、外

国につながる子どもが親の意志に委ねられ「不

就学」になる可能性が日本人児童よりも高い。

より実践的な視点から展開されたのが、小島

祥美による研究である。小島祥美が自治体や

NPO などと協働し、全国初めて岐阜県可児市

の全外国籍の子どもを対象に個別訪問を行い、

就学実態を把握し、より実践的な視点から不就
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学の問題を分析した。小島祥美は、外国につな

がる子どもが義務教育の対象外である制度が、

不就学の根本原因であると強調し、これを「見

えない子ども」の問題として社会に提示した。

特に、不就学の子どもが見える化など実践面に

与えた影響が大きい。さらに山野上は外国につ

ながる子どもは就学義務の対象外とされている

ため、不可視化のリスクが日本国籍の子どもよ

りも高く、また編入を断れるや、不適応、不登校、

問題行動等を理由に学校を追い出される等、学

校からの排除の力が働く状況を明らかにした。
12これは日本の学校文化が多数派の前提に基づ

いて運営されているため、外国につながる子ど

もが制度の周縁に置かれやすい構造を反映して

いる。13

研究者の間だけではなく、マスコミや民間団

体もこの問題に関心を寄せた。2018年の入管法

改定を受け、外国人労働者・移民問題に対する

世論の関心が高まっていたタイミングで、関東

弁護士会連合会が「外国につながる児童・生徒

の教育の実態に関するアンケート調査」を行い、

外国につながる児童・生徒が置かれている教育

環境について調査した。結果として、外国につ

ながる児童・生徒の不登校の人数の把握状況は、

地域差が顕著であることが判明された。14 調査

された自治体の中、外国につながる児童・生徒

の不登校状況を把握していないところは4割近

く存在していることも明らかになった。また、

静岡県浜松市では、公益財団法人浜松国際交流

協会職員による戸別訪問を行い、児童・生徒の

就学状況の実態調査が行われており、市内の児

童・生徒数を把握した上で綿密な対応を行うこ

とが可能となったことを指摘、ごく数人の活動

により、実態を大幅に改善できる可能性と示唆

した。さらに外国につながる児童・生徒の就学

を断った理由についても調査した結果、多くの

場所で、就学拒否について現実的に行われてい

ることを明らかにした。就学拒否の主な理由と

して、「受け入れた後の対応が困難である」こ

とが多いとされ、「日本語ができるようになって

から来てほしい」という説明のもとで事実上の

就学拒否が行われている実態が示されている。15

毎日新聞も早く外国につながる子どもの不就

学を問題視し、100自治体を対象にした調査を

基に、就学状況不明の外国籍児童が1.6万人を

超えると報道し、不就学問題を社会に強く訴え

た。「外国籍の子　就学不明1.6万人　義務教育

の対象外」というタイトルで、2019年1月から

取材記事の不定期連載として報道され16、のち

に外国籍の子どもたちの学ぶ権利を問うキャン

ペーン報道「にほんでいきる　外国からきたこ

どもたち」にまとめられ、2020年12月刊行され

た。これを受けて、文部科学省が初めて実施し

た「外国人の子供の就学状況等調査」（ 2020）

では「学齢期相当の外国人のこども123,830人

のうち、不就学の可能性があると考えられる子

どもが19471人となる。さらに、出国・転居（予

定含む）を加えると22,388人が不就学状態にな

る可能性がある」と外国につながる子どもの高

い不就学率が明らかになった。17

その後、外国人の子どもの就学状況等調査が

毎年行われるようになった。文部科学省が

2024年8月8日に発表した『令和5年度外国人

の子供の就学状況等調査結果について』では、

「不就学の可能性のある子どもの数が8,601人

となり、調査が始まった19年度の2万人近くか

ら大幅に減っている」との見解が示された。18

それに対して、小島祥美が「不就学が確定して

いる子どもの数は630人から970人に増加して

いる」と指摘、さらに「全体の母数から「就学

者数」を引いた数を比較すると、2回目から4回

目の調査までの数はさほど変わらず、実態とし
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て「不就学状態」の数は減っていない」と主張

した19。また、2025年10月に発表した令和6年

度の調査結果では、不就学の可能性がある外国

人の子どもの数は8,432人となり、23年度の前

回調査より169人減少と示された。外国人の子

どもの人数は16万3,358人に増えていることか

ら、割合としては5.16% でほぼ横ばいとのこと

で、文科省総合教育政策局国際教育課の担当者

は「各教育委員会で、外国人の子どもが就学対

象だという認識が着実に進んできた結果と受け

止めている」と述べた。20 しかし、不就学の外

国人の子どもの数は1097人で、前回調査から

127人増加した以上、特に注目したいのは、就

学状況が確認できない子どもの数が、前回調査

の7,199人、全体の4.5％から、4.8％の7,322人に

なり、さらに増加している。

実際に、文部科学省が「不就学」に加え、「就

学状況把握できず」「住民基本台帳の人数の差

異」を合わせて、不就学の可能性があると考え

られるとしているが、「転居・出国（予定含む）」

についても、国内転居の後に不就学状態になっ

ている子どもが含まれている可能性があるとし

ている。つまり、行政がコミュニケーションを

取ることができない、あるいは居所不明を含め

た「状況が把握できないこども」は、なお相当

数存在すると考えられる。こうした状況を把握

できていない子どもの割合が高いことは、外国

につながる子どもの実態を把握し、適切な対策

を講じる上で、大きな障壁となっている。

その他 合計
住民基本
台帳上の
人数

住民基本台帳上
の人数との差

義務教育諸学校 外国人学校 合計 不就学
転居・出国
(予定も含む)

就学状況把
握できず

小学生相当合計人数 90,789 7,462 98,251 641 2,673 4,701 15 106,281 106,540 259

構成比 85.4 7.0% 92.4% 0.6% 2.5% 4.4% 0.0% 99.9%

中学生相当合計人数 36,450 3,531 39,981 329 1,160 2,498 14 43,982 44,155 173

構成比 82.9% 8.0% 90.9% 0.7% 2.6% 5.7% 0.0% 99.9%

合計人数 127,239 10,993 138,232 970 3,833 7,199 29 150,263 150,695 432

構成比 84.7% 7.3% 92.0% 0.6% 2.6% 4.8% 0.0% 100.0%

小学生相当合計人数 97,882 7,884 105,766 773 3,322 4,799 92 114,752 114,792 40

構成比 85.3% 6.9% 92.2% 0.7% 2.9% 4.2% 0.1% 100.1%

中学生相当合計人数 40,534 3,731 44,265 324 1,429 2,523 52 48,593 48,566 Δ 27

構成比 83.4% 7.7% 91.1% 0.7% 2.9% 5.2% 0.1% 100.0%

合計人数 138,416 11,615 150,031 1,097 4,751 7,322 144 163,345 163,358 13

構成比 84.7% 7.1% 91.8% 0.7% 2.9% 4.5% 0.1% 100.0%

令和5年度

令和6年度

就学の人数

表１　学齢相当の外国人の子どもの就学状況（2023-2024 年度）

出所：文部科学省「外国人の子供の就学状況等調査結果」（令和 5 年度、令和 6 年度）より作成
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この背景には、前述のとおり、日本において

「外国人の子の保護者には就学義務が課されて

いない」という制度的規定が存在する。憲法は、

義務教育を受ける権利の主体を「国民」と明確

に規定しており、その結果、外国につながる子

どもは長らく「国民教育」という枠組みの外に

置かれてきた。佐藤（2019）が指摘するように、

外国人が日本において教育を受ける権利は、国

内法ではなく国際規約および国際法を根拠とし

ており、その性格は「権利」というよりも「恩恵」

に近いものとされてきた。このため、外国につ

ながる子どもを対象とした制度的対応は十分に

整備されていないのが実態である。

その結果、外国につながる子どもについては、

就学義務の対象外であることを理由に、市町村

に学齢簿の作成義務が課されておらず、学齢簿

による管理を前提とする学校基本調査の「不就

学学齢児童生徒調査」の対象からも除外されて

いる。文部科学省は法的強制力を伴わないなが

らも、外国籍の子どもについても「学齢簿に準

ずるもの」を編纂するよう自治体に呼びかけて

いる。これを受け、住民基本台帳と連動させた

形で学齢簿を運用している自治体も少なくない。

2024年度時点で、全国1,741自治体のうち1,370

団体（ 78.7％）が、住民基本台帳システムと連

動した学齢簿システムを導入し、外国につなが

る子どもにも適用している。一方で、残りの自

治体では、システム自体は導入しているものの

外国につながる子どもには適用していない場合

や、そもそもシステムを導入していない場合が

みられる。22さらに、現行制度では、住民基本台

帳情報と在留資格情報が連携されていないため、

すでに出国している可能性のある子どもや、国

内転居後に不就学状態に陥っている可能性のあ

る子どもを精緻に把握することが困難である。

このような制度的制約のもとで、外国につな

がる子どもは学齢簿管理の対象外となりやすく、

行政が実態を把握できないまま放置されるリス

クが高い。この構造は、「存在を把握できない

ことが支援につながらない」という悪循環を生

み出している。さらに、学校に通っていない子

どもは社会的に不可視化されやすく、問題が深

図３　不就学及びその可能性のある子どもの内訳 21（2023-2024 年度）

出所：文部科学省「外国人の子供の就学状況等調査結果」（令和 5 年度、令和 6 年度）より作成
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刻化し、重大な結果が生じた段階で初めて顕在

化する可能性があることも指摘されている。23

以上のように、外国につながる子どもの不就

学問題の背景には、日本の教育制度が多数派文

化を前提に構築されているという構造的要因が

存在する。外国につながる子どもの就学状況の

実態を把握する義務が市町村にも課されておら

ず、都道府県や国への報告の回路も存在しない。

結果として、各自治体の裁量で外国につながる

子どもの教育に関わる施策が行われ、自治体の

財政状況や人的資源等制約の故、地域間の格差

が大きい。この見えにくい課題を改善するため

に、外国人を日本社会で生きていく「市民」と

して位置づけ、新たな教育の在り方を検討する

必要がある。24

第3章	 外国につながる子どもの教育に
おける情報格差

外国につながる子どもの教育をめぐる課題の

うち、情報アクセス格差は、これまで十分に理

論化されてこなかった領域でもある。

日本における先行研究では、外国につながる

の子どもの教育問題は、これまで主に日本語能

力不足や学力格差、進路の制約といった可視的

な困難に焦点があてられることが多かったが、

教育社会学及び移民研究の知見を踏まえると、

これらの背後には、教育制度や学校文化に関す

る情報へのアクセスの不平等という構造的問題

が存在している。

Pierre Bourdieu の文化資本論によれば、学

校制度は特定の知識や理解様式を前提として運

営されており、それらを当然のものとして身に

つけている家庭が有利になる。日本の学校にお

いては、高校入試制度や内申点、進路指導の仕

組み、保護者会や三者面談など、日本特有の制

度・文化がその典型である。多くの日本人家庭

では、学校文化に関する基礎知識─例えば、内

申点の意味、通知表の読み方、進路指導の仕組

み、塾や模擬試験の活用、保護者会や三者面談

の意味等─が日常的な会話や経験を通じて自然

に共有される。これらの情報は、制度によって

明示的に教えられるものではなく、「知ってい

て当然」とされる文化資本であり、外国につな

がる家庭にとってはアクセス自体が困難な文化

資源となっている。25 こうした暗黙の知識こそ

が、日本の教育制度で要求される文化資本であ

り、学校の学習や進路選択において重要な役割

を果たしている。

しかし、外国につながる家庭は、日本の教育

文化の内部で生成・継承されるこの文化資本を

十分に保有していないまま、学校生活に参加す

ることが多い。日本人保護者にとっては自明と

される日本の学校文化について、外国人保護者

の知識が乏しい。例えば、集団登下校、掃除当番、

給食当番といった制度や、お道具箱、上履き、

体育着等の指定の持ち物規定等、日本の学校で

当たり前とされている習慣は、外国につながる

子どもや保護者が日本の学校で最初に直面し戸

惑うルールである。26 また単に明文化された校

則以外、学校生活の流れ、授業態度、学校行事

での振る舞い、そして人間関係まで、日本の教

育現場には明文化されていない規範も多く埋め

込まれている。さらに入試における情報、内申

点制度、進路指導の仕組みや多層の選抜制度な

ど、日本の複雑な教育制度に関する情報は、外

国につながる家庭に理解できる形で共有されて

いないケースが多い。

このように、外国につながる家庭の多くは、

保護者が日本の教育制度や進学情報に関する知



　外国につながる子どもの教育における見えない壁

− 65 −

識を持ち合わせておらず、文化資本が乏しいた

め、外国につながる子ども・保護者が必要な情

報に到達しにくいという問題に直面している。

すなわち、外国につながる家庭にとっては、学

校のルール・文化、教育制度及び社会の「常識」

などコミュニケーションの壁が重層的に存在し

ている。

また、学校や自治体から発信される情報は、

言語の壁だけでなく、社会関係資本を通じて補

完されることが多い。進学や支援制度に関する

重要な情報は、経験の共有を通じて流通するた

め、社会的ネットワークから孤立した家庭ほど

情報にたどり着けない。制度は形式的には開か

れていても、実質的には不平等なアクセス構造

が存在しているのである。27

この情報格差は、言語ブローカー現象とも密

接に関連している。保護者が制度情報を理解・

取得できない場合、子どもが通訳や説明役とし

て動員されることがある。これは家庭と学校・

行政との間の情報断絶を一時的に補完する一方

で、子どもに本来担うべきではない責任や心理

的負担を集中させる構造を生み出している。し

かし、こうした負担は学校現場や政策評価の中

で把握されにくく、問題が顕在化しないまま継

続する可能性が高い。これは単なる言語支援の

問題ではなく、家庭内における文化資本の非対

称性が子どもに転嫁される制度的問題として理

解されるべきである。

このように、外国につながる子どもの家庭に

おける教育制度理解の困難や情報アクセスの問

題、言語ブローカー現象は、個別の問題ではな

く、学校制度が前提とする文化資本と家庭の資

源とのミスマッチとして理解できる。これらの

課題は、日本語運用能力を前提として提供され

ることが多いため、個人や家庭の努力不足や日

本語能力のみに起因するものとして解釈されが

ちである。しかし、実際には、制度に埋め込ま

れた日本の独特の学校文化及び教育制度の構造

自体によって生み出される排除の一形態である

といえる。つまり、外国につながる子どもたち

の教育課題は、必要な情報に確実にアクセスで

きないことによって情報格差が生じ、その根底

には、日本の教育制度そのものが多数派日本人

の文化的前提を基盤として構築されているとい

う構造的問題が存在している。以上の理論的整

理を踏まえ、こうした情報格差が実際に外国に

つながる家庭がどのように経験され、またどの

ように認識されているのかを明らかにするため

に、2025年7月から11月にかけて、外国籍の保

護者5人、中学校の副校長および日本語通級指

導教室担当教諭を対象に、半構造化インタビュ

ー調査を行った。
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国籍 来日
年数

日本語
理解度

主に困難と難じ
るとき 情報源 子どもへの

役割転嫁 心配な点

A スリランカ 30 初級 行 事 内 容・ 受 験
情報の無知

地域ネットワ
ーク あり 日本の学校における独特なル

ールを知らなくて不安。

B フランス 40 上級 配 慮 不 足・ 疎 外
感

家族・地域ネ
ットワーク なし

学校独自な仕組みがわから
ず、差別やいじめに対して学
校側の対応が不足と感じる
が、対策も調べられない。

C ネパール 18 会話
程度

入 学 手 続 き・ 文
字情報

友人・地域ネ
ットワーク あり

学校の連絡がわからない部分
が多い。受験に関する情報も
入ってこない。子どもの学校
の様子も先生から教えてもら
えない。かなり不安。

D ガーナ 3 初級 入試制度の不知・
行事不参加 子どものみ 強い

受験の仕組みを一切知らず、
どこから手を付ければよいか
不明。学校の行事に参加して
も内容がわからない。子ども
に頼っている。

E エジプト 8 中程 入 園・ 入 学 時 期
の混乱

子ども・
友人 あり

先生と直接の対話なし、進級
や受験の仕組みがわからず焦
りを感じる。

表 3　保護者へのインタビュー結果 ( 教育情報へのアクセス )

保護者

入学・入園時の手続き 情報源　言語　理解度

日々の連絡とコミュニケーション
情報源　言語　理解度
直接先生と連絡できるか
直接先生と話す機会があるか

学校のルール・文化・習慣に関する認識
（PTA, 当番制度、持ち物規定等） 情報源　言語　理解度

教育制度に関する認識（内申点の意味、通知表
の読み方、進路指導の仕組み、塾や模擬試験の活
用、保護者会や三者面談の意味等）

情報源　言語　理解度

子どもへの役割転嫁 あるか
子どものメンタルケア（困っていること、いじ
めや差別など）

学校側が対応しているか
家庭ではどのように対応しているか

学校関係者

外国籍保護者とのコミュニケーション 最も苦労しているところ

学校情報の伝達
言語
アプリ・LINE・翻訳 APP の使用状況
課題

保護者対応 割ける時間
課題

表 2　インタビュー項目
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調査の結果から、外国につながる子どもの教

育においては、多くの家庭は学校の文化・習慣

及び教育制度に関する十分な知識を持たないこ

と、十分な情報にアクセスするルートを持って

いないことが明らかになった。積立金の仕組み、

塾に入るタイミング、受験制度など、「そもそも

その情報が必要であることすら知らなかった」

という共通した認識が確認された。さらに子ど

もが学校や行政とのやり取りを担うケースも見

られ、本来学習に当てるべき時間を削り、子ど

もに大きな心理的・実務的負担を与えている。

総じて考えると、日本の教育制度における情

報アクセス格差には、以下の複数の構造的課題

が存在する。

第一に、制度情報が日本語のみで提供されて

いることが大きな障壁となっている。学校説明

会、進路資料、重要な通知文書など、ほとんど

が日本語のみで作成されているため、保護者が

制度情報を理解できず、進路決定に関与できな

い状況が生じている。

第二に、日本の教育文化が家庭内ネットワー

クを通じて暗黙知として共有される構造がある。

日本人家庭では、進路情報や受験文化に関する

知識が、自分の経験やママ友等のネットワーク

を通じて補完し合っているが、外国につながる

家庭はこのネットワークが欠如しており、文化

資本の格差がそのまま制度アクセス格差として

現れている。

第三に、学校側の説明が多数派文化の前提の

上に構築されている。説明会や配布資料は、「理

解できるはず」「知っているはず」という多数

派家庭の経験を基準に作成され、外国につなが

る家庭にとっては制度理解の機会が構造的に限

定されてしまう。

第四に、自治体ごとの取り組みに大きな地域

差がある点も重要である。多言語化や個別サポ

ートを積極的に進める自治体がある一方、外国

人児童生徒数が増加していても制度整備が進ま

ない自治体も多い。地域による不均衡が多く見

られる。

第五に、多数派日本人の自文化中心主義への

批判的視点が欠けていることが挙げられる。多

文化共生が「外国人への支援」や「理解する姿

勢」へと矮小化され、多数派側が自身の文化的

前提や制度のあり方を問い直す視点が欠けてい

るという指摘は、国内研究でも繰り返し示され

ている。28

これらの点は、情報格差が外国につながる子

表 4　学校関係者へのインタビュー結果 ( 教育情報の伝達 )

中学校副校長 外国籍保護者とのコミュニケーションが最大の課題である。現在は英語科
の教員が対応することが多く、特定の教員に負担が大きい。
修学旅行や面談などの重要事項は、学校連絡用アプリに加え、LINE の翻訳
機能を活用して個別に送るなどの工夫をしているが、多大な手間がかかっ
ている。

日本語通級指導教室担当教諭 学習サポートがメインであり、保護者対応まで手が回らない。学校側がア
プリで情報を配信していても、実際には保護者が登録すらできていないケ
ースが多く、情報が届いていない。
子どもが学校で差別を受けている現状もあり、保護者の感情を汲み取る余
裕がないことに危機感を持っている。
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どもや保護者の「個人的努力」や「語学力」に

よって説明できるものではなく、日本社会の文

化的前提が教育制度の中に制度化された結果と

して生じる構造的不平等であることを明確に示

している。

この構造は、外国につながる子どもが学校文

化への適応や進路選択において不利な立場に置

かれるという結果を生むだけでなく、日本社会

が「多文化共生」を掲げながら、その実態とし

て依然として同化主義的な価値観に支えられて

いることを示している。すなわち、情報アクセ

ス格差は教育分野の個別的課題ではなく、多文

化共生社会の形成にかかわるより大きな社会構

造的問題の一部である。

第4章	 多文化共生の再考

総務省によれば、多文化共生社会は、国籍や

民族等の異なる人々が、互いの文化的違いを認

め、対等な関係を築こうとしながら、共に生き

ていく社会を指している。29 それは、多様性に

基づく社会の構築という観点に立ち、外国人や

日本国籍の民族的少数者が、それぞれの文化的

アイデンティティを否定されることなく、社会

に参加することを通じて実現される、豊かで活

力ある社会の実現を目指す概念である。そのよ

うな社会を作ることには、人権の確立、民主主

義の成熟、新たな経済社会の構築、そして地球

社会への貢献といった重要な意義があるとされ

ている。しかし、多文化共生の理念には「日本

人 vs 外国人」の二項対立が強く埋め込まれて

いることが指摘されている。30 またこのような

定義は日本社会に固有の同化と排外意識からの

脱却という視点が欠如していると指摘されてい

る。31

この言葉は1990年代半ば頃から市民運動で

用いられてきたが、2000年前後には自治体の外

国人住民施策の体系化を図る過程で重要なキー

ワードとなった。

2006年総務省が地方公共団体における多文

化共生の推進に係る指針・計画の策定に資する

ため、「地域における多文化共生推進プラン」

を制定した。その後このプランを発展させたも

のを2020年にも制定している。多岐にわたる

領域について指針計画が示されているが、教育

分野の課題は「生活支援」という項目の中で、「教

育機会の確保」として学校での受け入れや、日

本語支援、進路指導、多文化共生教育にも言及

されている。一方、「人権」、「共生」という言葉

は使われているが、外国とつながる子どもの学

ぶ権利についての明確な言及はない。また、「母

語支援」「母語による学習サポート」について

も言及はあるが、「母語・母文化保障」につい

ての言及はない。つまり、上述したように、外国

につながる子どもに日本語を勉強する機会を与

える、日本語及び日本文化の習得を促し、地域

社会への適応を重視する政策であると解釈でき

る。

今現在多くの自治体が推進している多文化共

生は、この「地域における多文化共生推進プラ

ン」に基づいているものであり、外国人支援が

中心となっている。しかし、この多文化共生は、

1990年代には、「外国人支援」ではなく、日本

社会側の価値観と制度の変容を求める実践的概

念として用いられていた。当時の議論は、偏見

や差別といった社会の構造的問題を射程に入れ、

マジョリティが自文化中心主義を問い直すこと

を不可欠な要素としていた。単なる外国人支援

ではなく、マジョリティの日本人がどのように

受け止めるか、日本社会がいかに変わるか、と
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いうことが意識されていた、下からの多文化共

生実践的概念として出発したものであった。し

かし2000年代以降、多文化共生は行政主導の政

策語として制度化され、「地域における多文化

共生推進プラン」などにみられるように、主と

して外国人への「支援提供」を目的とした社会

統合政策へと変容した。その結果、「日本社会

側が変わる」という視点は後退し、外国人に日

本語能力や日本文化理解を求める同化的アプロ

ーチが中心的になった。32

この変容は、外国につながる子どもの教育課

題の捉え方にも強く影響している。すなわち、

外国人は「日本社会に適応すべき存在」として

位置づけられ、教育政策においては日本語指導

が最優先とされる一方、母語教育や文化的権利

の保障、多様性を基盤とした制度改革といった

構造的課題が周縁化されてきた。このように、

行政政策としての多文化共生は、理念として掲

げられた「対等な共生」と実態との間に大きな

乖離が存在する。

法務省が共生社会の実現に向けた施策に関す

る日本人の理解及び考え方を把握するため、令

和5年の10月～11月に「外国人との共生に関

する意識調査」を行った。調査では、外国人と

して認識される要因として、「日本語能力のつ

たなさ」が44.6％で最も高く、「見た目、身体の

特徴39.6％、日本社会文化への理解不足37.7％、

国籍34.3％が3割台」で続いていることが示さ

れた。また外国人労働者に求めているものは、

日本語能力60.8％、日本文化に対する理解59.4

％の2項目が6割前後で高い。33これは現在日本

社会の共生社会のビジョン及び共生社会の実現

に向けた施策に関する理解を示す結果であると

考えられる。

ここから見られるように、多文化教育の課題

の核心に、日本人自身の自文化中心主義とどの

ように向き合うかという重要な課題である。外

国のつながる子どもの教育における課題の背後

には、日本の固有の目に見えない文化実践、外

国人を見る視点、また学校教育を構成する根底

にあり、文化的な同化を協力に進める形で機能

している。このような意識が変わらない限り、

外国のつながる子どもの教育現場では、依然と

して日本語教育が先行して、本当の多文化共生

教育が実現することが困難であると考える。

終わりに

本稿では、外国につながる子どもが日本の教

育制度の中で直面しているが不可視されている

二つの主要課題──不就学、教育制度に関する

情報アクセス格差─を検討し、それらが個別の

事象ではなく、制度構造・学校文化・多数派意

識が複合的に作用して生み出される問題である

ことを明らかにした。制度の前提に組み込まれ

た日本語中心主義や、家庭内ネットワークに依

存する教育文化、学校文化を規定する暗黙知の

存在は、外国につながる子どもの教育における

大きな壁となっている。　　

外国につながる子どもの教育に関する不就学、

そして情報アクセス格差といった問題は、一見

すると「外国人特有の困難」として理解されが

ちである。しかし、その背後には、日本社会が

多数派文化を前提として制度を構築しているこ

とが存在している。たとえば、就学義務が外国

につながる子どもに適用されていない制度は、

法律上は中立に見えても、実際には外国につな

がる子どもを制度の可視化の外側に置き、不就

学を「自然発生的な問題」として扱わせてしま

う。こうした状況は、多文化共生が掲げる「多



長崎県立大学国際交流研究センター『国際研究評論』第 2 号（2026.3）

− 70 −

様性の尊重」とは矛盾し、むしろ文化的同質性

を前提とする制度運用を温存していると言える。

また、教育制度に関する「暗黙知」への依存

—例えば受験制度、学力評価、学校選択、進路

決定などを家庭や地域ネットワークに委ねる文

化は、文化資本の再生産機能として作用し、外

国につながる家庭を構造的に不利な立場に置く。

この構造は、多文化共生を支えるべき社会の制

度が、実は多数派の文化的慣行に深く根ざして

いることを示している。

これらの課題は日本に特有のものではなく、

多文化化が進む社会における普遍的な課題であ

る。しかし日本の場合、制度の多言語化・母語

教育の制度化・就学義務の明確化といった基盤

整備が OECD 諸国と比較して大きく遅れてお

り、「多文化共生」を掲げながらも同化主義的

な制度文化が根強く残存している点に特異性が

あるといえる。

外国につながる子どもの教育課題は、「支援

を必要とするマイノリティの問題」にとどまら

ない。それは、日本社会が多様性をどのように

制度化し、どのような社会を目指すのかという

根源的な問いと直結している。多文化共生社会

の実現には、外国人に対する支援の拡充だけで

はなく、多数派である日本社会側が、自らの文

化的前提や制度構造を問い直し、変容していく

ことが不可欠である。

すなわち、社会全体が相互に学び合い、変容

していくための相互変容型の多文化共生モデル

を目指し、外国につながる人々を「受け入れる

存在」ではなく「共に変わる存在」という理念

で、社会そのものが多様性に適応していく必要

がある。

   注

1	 外国人児童、外国籍の児童、外国にルーツを持つ
子どもなどいくつの言い方があるが、本稿は基本
「外国につながる子ども」とし、行政資料などに使
われた言葉をそのまま引用する形にする。

2	 教育新聞　「小学校に『外国につながる子いた』3
割超　18歳意識調査」2021年12月23日付

3	 竹内愛（2022）「外国にルーツを持つ子供の教育
課題－教員・児童生徒の視点から」共愛学園前橋
国 際 大 学 論 集　https ://kyoai .repo.ni i .ac . jp/
records/246　2024年8月30日アクセス

4	 朝日新聞　「日本語教えるだけじゃない　外国籍
のこどもの就学・就職、広がる支援」2023年11月
10日付

5	 例えば、森雄二郎（2018）「外国にルーツを持つ
子供の教育支援に関する一考察」

6	 同志社政策科学研究 20 （ 1）, pp.89-100や、奴久
妻駿介（2022）『日本の外国人児童生徒と多文化主
義―「外国人児童生徒等の教育の充実に関する有
識者会議」の関連語分析』『現代社会学研究』第35
巻 pp.1－17などがある。

7	 出入国在留管理庁「在留外国人数（2024年6月）」
https : //www.moj .go . jp/ i sa/pub l i ca t ions/
press/13_00047.html

8	 文部科学省「日本語指導が必要な児童制度の受
け入れ状況に関する調査」https ://www.mext .
go.jp/b_menu/houdou/31/09/1421569_00006.htm　
2025年6月12日にアクセス

9	 松尾知明（2013）『多文化教育をデザインする―
移民時代のモデル構築』勁草書房

10	 斎藤ひろみ・佐藤郡衛（編）（ 2009）『文化間移
動をする子供たちの学び―教育コミュニティの創
造に向けて』ヒツジ書房

11	 森雄二郎（2021）「多文化社会における教育支援
のあり方を考える：学習支援からつながる支援ま
で」社会科学50（ 4）同志社大学人文科学研究所
,pp.97-116

12	 山野上麻衣（ 2019）「『子供の貧困』から見る不
就学―外国籍の子供の不就学問題の20年を振り替
えてー」『グローバル・コンサーン』第2号、pp.86-
103

13	 佐藤郡衛（2019）『多文化社会に生きる子どもの
教育：外国人の子ども、海外で学ぶ子どもの現状と
課題』明石書房

14	 関東弁護士会連合会（2021）「外国につながる児
童・生徒の教育の実態に関するアンケート調査結
果報告書～教育を受ける権利の保障のために」
https://www.google.com/url?sa=t&source=web
&rct=j&opi=89978449&ur l=https ://www.
k a n t o - b a . o r g / d e c l a r a t i o n / p d f / r03a05.
pdf&ved=2ahUKEwib2cOCs_WRAxU3cPUHHdYL
N5MQFnoECBUQAQ&usg=AOvVaw0Mc552n0M



　外国につながる子どもの教育における見えない壁

− 71 −

xYMuDYXYLdlUH
15	 同上　
16	 毎日新聞（2019）、「外国籍の子　就学不明1.6万

人　義務教育の対象外」2019年1月6日付
17	 文部科学省『外国人の子供の就学状況等調査結

果（確定値）概要』https ://www.mext .go . jp/
content/20200326-mxt_kyousei01-000006114_01.pdf　
2024年6月3日アクセス

18	 文部科学省（ 2024）　『令和5年度外国人の子供
の就学状況等調査結果について』https ://www.
mext.go.jp/b_menu/houdou/31/09/1421568_00004.
htm

19	 教育新聞「外国籍の子の不就学」2025年1月9日
付。さらに、小島は、『「就学者数」の中で「義務教
育諸学校」に通う子は全体の8割と変化はないもの
の、「外国人学校」に通う子どもの数は5023人から
1万993人と約2倍になっていることに注目し、国
は外国人学校を普通教育の学校（一条校）と見な
していないにもかかわらず、就学者が増えているよ
うに見せかけている』と指摘。

20	 朝日新聞　『 24年度の外国人の子の「不就学」
8432人でほぼ横ばい』2025年10月2日付

21	 ここでは、文部科学省が示した見解に基づき、不
就学に加え、就学状況把握できず、住民基本台帳の
人数の差のほかに、転居・出国（予定含む）の子供
も「不就学及びその可能性のある子供」と計算する。

22	 文部科学省「令和6年度外国人の子供の就学状況
等調査結果について」

23	 大坪美奈子（ 2023） 「外国人散在地域における外
国人児童生徒を取り巻く環境の改善に向けて : 日本
語支援員の視点から」別府大学日本語教育研究 （別
府大学日本語教育研究センター紀要）. No.13 （2023. 
3）, pp.15-33

24	 佐藤郡衛（2019） 、前掲書
25	 志水宏吉（2015）「教育は誰のものか：格差社会

の中の学校選び」『教育研究』82（4）、pp.40－51
26	 竹内（2022）、前掲論文
27	 清水睦美（2011）や宮島喬（2004） の研究を参照。
28	 山野上（2019）、前掲論文
29	 総務省「多文化共生の推進に関する研究会」報

告書～地域における多文化共生の推進にむけて
～」2006年3月

30	 柏崎千佳子（2010）「日本のトランスナショナリ
ズムの位相―＜多文化共生＞言説再考」渡戸一郎・
井沢泰樹編著『多民族化社会・日本』明石書店　
pp.237－255

31	 山根俊彦（ 2017）『「多文化共生」という言葉の
生成と意味の変容－「多文化共生」を問い直す手
がかりとして』『常盤台人間文化論叢』3（1），横浜
国立大学都市イノベーション研究院，pp.135-160

32	 同上
33	 法務省「外国人との共生に関する意識調査」

https://www.moj.go.jp/isa/support/coexistence/

survey03.html　2025年8月21日アクセス

参考文献

① 日本語文献

太田晴雄 （ 2000）『ニューカマーの学校と日本

の学校』 国際書院 .

柏崎千佳子 （ 2010）「日本のトランスナショナ

リズムの位相―〈多文化共生〉言説再考」

渡戸一郎・井沢泰樹（編）『多民族化社会・日本』 

明石書店　pp. 237–255

関東弁護士会連合会 （ 2021）『外国につながる

児童・生徒の教育の実態に関するアンケート

調査結果報告書』

小島祥美（ 2016）『外国人の就学と不就学―社

会で「見えない」こどもたち』 大阪大学出版

会

 －（ 2017）『社会で「見えない」不就学の外

国人の子どもたち』荒牧重人ほか（編）『外

国人のこども白書』 明石書店　pp. 136–138

 － （ 2018）『「ジモト」を作る外国人教育―

不 就 学 ゼ ロ を め ざ し て 』『 世 界 』915, 

pp.132–141.

 －（ 2024）「日本に暮らす外国籍の子供たち

に就学支援を：平等に教育を受けられる体制

づくりが急務」https://www.nippon.com/ja/

in-depth/d00814/

佐久間孝正（ 2005）「多文化に開かれた教育に

向けて」宮島喬・太田晴雄（編）『外国人の

こどもと日本の教育―不就学問題と多文化共

生の課題』. 東京大学出版会 .

 －（ 2006）『外国人の子供の不就学―異文化

に開かれた教育とは』 勁草書房 .

 －（ 2011）『外国人の子どもの教育問題―政

府内懇談会における提言』勁草書房 .



長崎県立大学国際交流研究センター『国際研究評論』第 2 号（2026.3）

− 72 −

 －（ 2014）「文部科学省の外国人児童生徒受

け入れ施策の変化」『専修人間科学論集 社会

学篇』 14（2）, pp.35–45.

佐藤郡衛（ 2019）『多文化社会に生きる子ども

の教育―外国人の子ども、海外で学ぶ子ども

の現状と課題』明石書店

志水宏吉（ 2002）「学校世界の多文化化―日本

の学校はどう変わるか」宮島喬・加納弘勝

（編）『国際社会 2 変容する日本社会と文

化』東京大学出版会　pp. 69–92

志水宏吉（ 2015）『教育は誰のものか―格差社

会のなかの「学校選び」』『教育学研究』82（4）

, pp.558–570.

志水宏吉 , 高田一宏 , 堀家由妃代 , 山本晃輔

（ 2014）「マイノリティと教育」『教育社会

学研究』95,

pp. 133–170

清水睦美（ 2006）「外国人児童生徒の学校経験

とアイデンティティ」『教育社会学研究』

78,pp.111–130.

清水睦美（ 2011）『子どもの貧困と教育支援』

明石書店

竹内愛（ 2022）「外国にルーツを持つ子供の教

育課題―教員・児童生徒の視点から」『共愛

学園前橋国際大学論集』https://kyoai.repo.

nii.ac.jp/records/246

丹羽雅雄（ 2022）「教育を受ける権利と就学義

務」荒牧重人ほか（編）,『外国人のこども

白書（第2版）―権利・貧困・教育・文化・

国籍と共生の観点から』 明石書店

奴久妻駿介（ 2022）「日本の外国人児童生徒と

多文化主義―「外国人児童生徒等の教育の充

実に関する有識者会議」の関連語分析」『現

代社会学研究』35, pp.1–17.

松尾知明（ 2013）『多文化教育をデザインする

―移民時代のモデル構築』勁草書房

宮島喬（ 2004）『外国人労働者と日本社会』岩

波書店

 －（ 2014）『外国人の子どもの教育―就学の

現状と教育を受ける権利』東京大学出版会

森雄二郎（ 2018）「外国にルーツを持つ子供の

教育支援に関する一考察」『同志社政策科学

研究』20（1）, pp.89–100.

山野上麻衣（ 2019）『「子供の貧困」から見る

不就学―外国籍の子供の不就学問題の20年

を振り

返って』『グローバル・コンサーン』2, pp.86–

103.

② 英語文献
Bourdieu, P. （ 1986） The forms of capital. In J. 

Richardson （Ed.）, Handbook of Theory and 

Research for the Sociology of Educat ion. 

Greenwood, pp. 241–258

Joshi, R. D. P., & Tabata, S. （ 2021） Barriers to 

Education for Migrant Children in Japan at 

Mainstream Schools: From a Rights-based 

Perspective. Journal of Human Security Studies, 

10（2）, pp.109-129

OECD. （ 2018） The resilience of students with an 

immigrant background: Factors that shape well-

being. OECD Publishing.

Portes, A., & Rumbaut, R. （ 2001） Legacies: The 

story of the immigrant second generation. 

University of California Press.

Suárez-Orozco, C., & Suárez-Orozco, M. （ 2001） 

Children of immigration. Harvard University 

Press.

UNESCO （ 2019） Global education monitoring 

report 2019: Migrat ion, d isplacement and 

education. UNESCO Publishing.



































　長崎県立大学国際交流研究センター『国際研究評論』第 2 号（2026.3）

− 89 −

〈研究活動報告〉

はじめに

2025年11月7日（金）～10日（月）にかけて、

第14回東アジア学術交流フォーラムが中国の

華僑大学厦門キャンパスにて開催された。日本

から3名、韓国から3名、中国から4名が研究報

告を行い、非常に有益で楽しい学術・人的交流

を行った。

7日は日本、韓国、中国の錦州などから厦門

の高崎空港にそれぞれ向かい、華僑大学の公用

車にてホテルに移動した後、華僑大学の招待所

レストランにてレセプションが行われた。

8日は一日中学術シンポジウムが行われ、9日

は厦門の観光名所などを訪問しながら東アジア

の歴史・文化・経済交流についての理解を深め

た。10日はまた高崎空港にて再会の挨拶を交え

ながらそれぞれ帰途についた。

１．学術シンポジウムの概要

8日は朝9時から17時10分まで学術シンポジ

ウムが行われたが、午前の部会で4報告、午後

の部会で4発表があった。日本側から2報告、

韓国側から3報告、中国側から3報告があった

が、プログラムの詳細は添付の資料をご参照い

ただきたい。

午前の第1報告は、わが県立大学地域創造学

部の尹清洙教授と虞尤楠准教授、そして中国渤

海大学経済学部の趙壮講師の共同研究報告

「Empirical Analysis of Management Dynam-

ics of Japanese Companies in China」であっ

た。中国に進出している日系企業の最新の動態

について、日本貿易振興会（ジェトロ）の実態

調査データを用いて実証分析を行ったものであ

る。

続く第2報告は、韓国東亜大学国際専門大学

院修士課程の Jee-Seung HAN 氏の「Ontolo-

gy-Driven Knowledge Graph Construction for 

International Relations」であった。日中韓の

それぞれの国際関係に関するアンケート調査を

用いて知識クラブを構築し、オントロジーを用

いて表現方法を明確にすることにより、最近の

日中韓三ヶ国の世論の特徴を明らかにしたもの

である。

コーヒーブレイクを挟んで、華僑大学の Xin-

Dong ZHAO 教授より第3報告「Reasons for 

Insufficient Consumption in China」が行われ

た。近年中国における子供教育コストの急上昇

や社会保障制度などについて詳細に追跡し、そ

れが実質消費にどのように影響を及ぼすかにつ

いて実証分析を行ったものである。

そして、第4報告は、香川大学の Feng YAO

教授の「Deep Seeking the Causal Relation-

ships between GDP and International Trade 

*尹　清洙
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of China-US-Japan」であった。日米中三ヶ国

の GDP と国際貿易の長期時系列データを用い

て、三ヶ国の経済の相互依存関係を実証的に明

らかにしたものである。

お昼は満漢全席級の豪華ランチを楽しんだ

後、学内見学を行い、14時30分より午後のセッ

ションが始まった。

第5報告は、韓国東亜大学国際専門大学院の

Suk-Jun LIM 教授の「Industrial　Divergence 

and Global Value Chains：A Comparative 

Study of Korea and Taiwan’s Semiconductor 

Trajectories」であった。韓国と台湾の半導体

産業の発展プロセスについて、財閥系の強力な

リーダーシップによる韓国と民間企業を中心と

して発展してきた台湾の異なる歴史背景から比

較分析を行ったものである。

第6報告は、華僑大学の Shu YANG 専任講師

による「The Synergetic Test of Human Capi-

tal Stock and Regional Economic Development 

in Northeast China」であった。中国東北三省

の省別パネルデータを用いて人的資本投資が地

域経済発展に与える影響について計量分析を行

ったものである。

そして、ティータイムで厦門特産の果物など

を賞味した後、韓国東亜大学国際専門大学院の

Eun-Ju LEE 研究員より第7報告「Examining 

China’s Official Media Coverage  of US-Ja-

pan-South-Korea Trilateral Cooperation (2010-

2024)」が行われた。中国の人民日報などの公

的メディアの報道を用いてテキストマイニング

の手法を用いて、日米韓の三者協力について実

証分析を行ったものである。

最 後 の 第 8 報 告 は、 華 僑 大 学 の Yi-Dan 

HUANG 准教授の「The Impact of Agricul-

tural Place Branding’s Crisis and Scapegoat 

on Consumer Forgiveness -An Analytical and 

Empirical Research Based on Situational Crisis 

Communication Perspective」であった。近年

インターネットや SNS の普及により、地域農

産品ブランドの風評被害が急速に広範囲に広が

っている実態について理論的・実証的研究を行

ったものである。

全体として、東アジア経済の相互依存関係や

地域経済の発展における諸課題について実証分

析を行ったものが大半で、質疑討論などを通じ

て活発な議論を行い、非常に収穫の多いシンポ

ジウムであった。

２．エクスカーションの概要

9日にはエクスカーションが行われ、厦門の

いくつかの歴史文化観光名所を訪問した。

厦門市は佐世保市と姉妹都市関係にあり、観

光の途中に「佐世保路」の大通りにも出会い、

深い感銘を受けた。廈門市思明区鼓浪嶼（離島）

には鄭成功記念館があり、鼓浪嶼は2017年に世

界遺産に登録され、中国の国家級の風景名勝地

でもある。何だか平戸にある鄭成功記念館や美

しい千里ヶ浜ビーチが思い浮かんだ。

また、厦門の国際定期船中心埠頭と五通埠頭

を訪れた。国際定期船中心埠頭から水頭港（台

湾金門県）まで毎日12往復、五通埠頭からは毎

日6往復の船便が運行されており、福建省（中

国）と金門県（台湾）の両地方政府は地域交流

協定を結んで、積極的に経済交流活動を進めて

いることが分かった。日本と韓国のパスポート

を所持すれば、何の手続きも必要せず（ノービ

ザ）、厦門から金門県に入ることができる。中

国のパスポートであれば厦門地方政府から通行

証の発行手続きが必要であった。
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なお、厦門から金門県までの最短距離は2Km

位で、国際定期船中心埠頭と五通埠頭から水頭

港までフェリーにておよそ30分で渡ることが

できる。

エクスカーションの後は「上饍」というレス

トランにて厦門の郷土料理を楽しんだ。厦門は

海に面しており海産物も豊富で、水資源にも恵

まれているため当地で取れた旬のタケノコなど

の野菜も非常に新鮮であった。全体としてオイ

スター風味で、あっさりさっぱりした料理が多

く、日本人の口にも非常に合う美味しいものば

かりであった。

３．今回の学術交流フォーラムの運営体
制について

今回のフォーラムのホストは華僑大学現代応

用統計・ビックデータ研究センター、福建省「一

帯一路」デジタルビックデータ研究所で、共同

ホストは韓国東亜大学 SSK グローバル AI ネ

ットワーク研究センターである。

主催側の責任者に実際の経費負担について尋

ねたところ、華僑大学の外事弁公室（国際課）、

数理統計研究大学院、福建省のデジタルビック

データ研究所の関連予算の支援をうけたという

回答があった。また、十分な予算が確保できた

ため、韓国側からの経費支援の要請は辞退した

という補足説明もあった。

終わりに

昨年に続き、今回もベトナムの Dong-A 大学

からの参加者はいなかった。中国、韓国の責任

者と相談し、日中韓三ヶ国の大学で引き続き対

面にてこのフォーラムを継続することで確認が

取れた。

なお、来年は長崎県立大学の佐世保校がホス

トを務める当番である。
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